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グローバル・ソーシャル・ビジネス・サミット２０１２＠ウィーン


グローバル・ソーシャル・ビジネス・サミット２０１２＠ウィーン

ムハマド・ユヌス先生は、2006年のノーベル平和賞受賞者であり、バングラデシュのグラミン銀行の創設者であり、グラミン・グループの実質的な経営者でもあります。実は九州大学は2007年から、彼と連携して様々なプロジェクトを行ってきています。その中でも、ユヌス先生の世界的な活動のひとつにユヌス・ソーシャル・ビジネス（SB）があります。このSBの具体的なインキュベーションや広報、教育、研究を行うユヌス＆椎木ソーシャルビジネス研究センターが、九州大学の中で発足しています。この椎木というのは、センターへ多大なご寄付をしていただいた福岡の方のお名前です。センターの活動は、このご寄付をもとに行われています。

私はユヌス先生と、連絡を取り合って様々なプロジェクトを行ってきました。今回、昨年の十月末から十一月の中旬まで三週間ほどユヌス先生に同行しまして、その間、ヨーロッパと日本の間を二往復しました。さすがに十一月十日に帰国した際にはへとへとに疲れていまして、年齢を実感した次第です。

今回は、十月の末に訪れたスコットランドのエジンバラの近くにあるグラスゴー訪問についてお話します。というのも、グラスゴーにあるグラスゴーカレドニアン大学の学長に、今回、ユヌス先生が就任されることとなったのです。その就任式へお誘いいただいた際に、「はい」と答えたのが間違いの始まりでした。そこでまずグラスゴーに行きまして、先生の就任式に参加いたしました。その時にロンドンでもソーシャル・ビジネス関係のミーティングを行って、二泊四日で日本へ戻りました。

ユヌス先生はスコットランドの後、奥さんと二人の娘さんと一緒にロンドンへ出向かれ、そこで二、三日を過ごされました。その後フランクフルトでイベントに参加され、十一月一日に大阪で開催されたSWIFTという国際銀行間通信協会の世界大会に赴かれました。先生は、最終日のキーノート・スピーカーとして招待されており、私もアテンドとして一緒に参加しました。この時のテーマは銀行に関わる様々な規制の緩和でしたが、ユヌス先生は二十分にわたってスピーチを行われました。世界各国から銀行家や銀行マンといった、ソーシャル・ビジネスと正反対のところにいる人たち六千人が集まっていましたが、先生の話が終わるや否や、皆、スタンディングオベーションと相成りました。

ユヌス先生のスピーチの要点は二つに集約されます。まず、先生は、「あなた方は銀行家であるということの理由を、あるいはその意味をわかっていますか」と問われました。そして、「あなたたちは銀行家という資格を社会から貰っている以上、何をすべきかということをきちんと考えて下さい」と話されました。ふたつめに、「ディレギュレーション、規制緩和のようなものでは、今の経済危機を解決することはできません、より根本的に、インフラから新しくイノベートしていくことが大切です」と述べられました。

実は、今回の大阪での件は、ユヌス先生の三週間にわたる海外出張の最後の日のイベントでした。先生はダッカを十月九日に出られ、その後ハイチへ赴かれました。国連や世銀が去ってしまった地震の後のハイチで、先生はソーシャル・ビジネスを展開されておられます。そして十一月七日から四日間にわたってウィーンで開催されたグローバル・ソーシャル・ビジネス・サミットに、先生は参加されました。私もそこでまた、ユヌス先生にお目にかかりました。その濃い四日間については、次回にお話しします。










第１話「英国における異文化（７）」


今日は、イギリスの気候についてお話をします。

イギリスと言うと雨のイメージがありますが、年間の降水量は日本ほどではありません。雨期に物凄く雨が降るというほどでもありませんが、雨に関して面白い事をレポートする日本人の観光客が多数います。よく一日の内に四季があると言われますが、要するに天気予報が全然役に立たないということです。今ピーカンで晴れていても、10分後にはにわかに掻き曇って雨がザーザー降っているという事があり、今日は外で遊べないと思っていても、10分後にはまたピーカンになっているという事があります。

出掛ける時の服装選びもけっこう大変ですが、現地の人は諦めています。傘など持たずに歩く人が多いですし、傘の開閉を繰返して忙しい思いをしている人は大体日本人で、イギリスの人はあまり傘を持ちません。降り出しても５分か10分で止むことが多く、ちょっと激しいと軒下に入って、その内止むよという感じの人が多いです。私も向こうにいて、これは困ったというのは１回だけしかありません。チェスターという町ですが、その時は２～３時間ゴウゴウと雨が降り、本当に困りました。もちろん私は傘を持っていましたが、現地の人は商店街の軒下にずらっと、まるで燕か何かが並んでいる感じで、皆さん大変だったようです。現地の人によれば、そんな事は年間に１・２回くらいしかないようですが。

雨以外にも気候については色々な特徴がありますが、日本人は向こうではハッピーです。年間を通して日本よりも平均気温が少し低いと思えばいいでしょう。冬場ロンドンあたりでは日中の最高気温がマイナスになる事はあまりないのですが、福岡に比べるとかなり寒いです。緯度としては北海道よりもう少し北ですが、それでも私達が想像するほどひどくないです。雪もそれほど降らないし、積雪が10センチもあるとパニックになるような、北の雪が降りしきる国とはちょっと違います。夏になりますとロンドンあたりで平均気温が20度から25度ぐらいまであがりますが、湿気が非常に少ないので汗をかくのがかえって気持ちがいいというところもあります。カラっとしているので、ちょっと急ぎ足で歩いて汗が出ても４～５分でスーッと引き、その引き際が非常に気持ちいいのです。日本だと汗が全く引かずに何処でもいいからビール飲みに飛び込みたいということになりますが、そういう需要はあまりありません。

それから、緯度が高いのに日本に比べてひどく寒くないのは暖流の影響です。ただ緯度が高いので、日照時間の伸び縮みが激しいのです。夏にはサマータイムもあってアフターファイブが長く、一番長い時だと、ロンドンやケンブリッジあたりで、夜10時近くまで外で明かりがなくても過ごせます。ですからアフターファイブに草野球なら２・３試合やってもまだ明るいので羨ましいです。サッカー、ラグビーも多 です。ただ、気持ちが良いといっても流石にスコットランド辺りまで行くとかなり寒いので、スコットランドに行く予定の学生には寒いからと忠告しても、日本の夏の暑さに慣れ、何とかなるとたかをくくる学生さんが多いです。夜行列車で朝冷えたスコットランドに入ると、一桁の気温という事もありえます。そこへ半袖ワイシャツで行って大変だったという学生も時々います。スコットランドに行く時は、夏でも防寒着が必要でしょう。

そういった気候の差で植物や昆虫の類などもかなり違い、例えば蚊がほとんどいません。夏に藪に入ってぼこぼこにされる事はまずありませんから快適です。ところが全国的ではないと思いますが、夏に雨が降って草むらに黒いナメクジが出ますが、これが10センチぐらいあります。アメリカだとサンフランシスコ周辺に黄色いバナナ大のバナナスラッグというのがいますが、イギリスでは黒です。これがうじゃうじゃ出ると凄いです。ちょっと気候と外れますが、薔薇が国花みたいになっていますが、春の菜の花も非常に綺麗で広大な畑に咲いているようですし、季節になると、藤の花が、蔦が絡まるように建物に絡み付いて、そこをアカデミックガウンをかぶった教授が歩いているのは風情があります。

今日のまとめですが、イギリスの気候は日本ほど暑くなく涼しくて湿気が低いこと、高緯度なので日が長い事があるということです。そして気候による植物や虫の違いを楽しむということです。










北朝鮮の核実験


先日、北朝鮮は三回目の核実験を実施しました。これは六ヶ国協議の合意に反するもので、これまで北朝鮮寄りだった中国やロシアも怒って、国連の安保理事会の制裁決議を認めようという話になりました。そこで制裁決議が行われたところ、北朝鮮は核ミサイルを日本海側に配置し、発射台に載せたという話が飛んできました。それに対してアメリカは、本土へ向かう弾道ミサイルを大気圏外を飛行している段階で打ち落とすために、アラスカ辺りに迎撃ミサイルを追加配備しようとしました。本来、ＴＨＡＡＤミサイル（Terminal High Altitude Area Defense missile）という最新鋭の迎撃ミサイルを2015年辺りにグアムに置こうとしていましたが、今回の件を受けて慌てて配備しようとしている最中です。日本もパトリオットミサイル（ＰＡＣ３）を配備したり、イージス艦を沖縄に置いたりしていますが、本当に打ち落とせるのかどうか、不安が残ります。アメリカにぜひ打ち落として欲しいところです。

今回の件につき、北朝鮮が本当に実行するのか、それともアメリカと交渉したいだけなのか、いろいろな説が飛び交っています。北朝鮮はおかしなことをやり始めているようで、韓国の放送局や銀行のサーバーが一斉にダウンしたり、北朝鮮と韓国が共同で管理している開城工業団地から韓国勢を追い出したりしています。ただ北朝鮮にはガソリンがほとんどなく、また、中国がこれまで送っていた原油もストップされました。したがって、戦争を継続できたとしても三ヶ月もできないとみられています。しかし、持っている核ミサイル１０発程度を最初に撃つ可能性があります。ＰＡＣ３で打ち落とそうという話になっていますが、そのような技術が本当にあるのか不安です。最近、中国において北朝鮮を見放せという意見が強くなってきていますが、その背景には核ミサイルが北京に撃ち込まれる可能性がでてきたがためです。中国だけではなくロシアも北朝鮮を見放しつつありますので、状況は深刻化しています。金正日は、核兵器や長距離ミサイル、生物化学兵器などを十分に開発し、強化せよという遺言を残して亡くなっています。金正恩体制は、それを引き継いでいるのです。

国連による制裁は結構厳しく、「大量破壊兵器に関係するあらゆる金融取引の凍結」と「船舶・飛行機検査」を全会一致で採択しました。今回に限っては、中国やロシアも国連の採択に絶対に従うようになっています。北朝鮮の貿易の70%を中国が占めていますが、中国はまじめに制裁に取り組んでおり、お金や核ミサイルに関する物資の流れは止まるかもしれません。しかし北朝鮮が「もう駄目だから、最後に核ミサイルを撃て」という可能性がないわけではありません。

今日のお話をまとめます。北朝鮮は戦闘モードに入っていますが、本当に戦争をするつもりなのか、アメリカと対話したいだけなのかわかりません。核ミサイルを日本海側に移し、発射台に載せたということをどのように解釈すればよいのか。現状は、状況を見守るほかありません。








為替レートの決まり方


次回、戦後の為替レートの推移について話すので、今回はその予習として、為替レートの決まり方について御話しします。為替レートとは、通貨の値段のことですが、ここではドルの値段の話をします。その決まり方は大きく分けて固定相場制と変動相場制の二つがあります。

固定相場制とは、ドルの値段を政府が決める制度です。日本は、戦後しばらく固定相場制で、１ドルは360円と決まっていました。
固定相場制は、毎日ドルの値段を気にしている必要が無いので、大変便利なのですが、問題もあります。たとえば、貿易収支などが赤字の国では、輸入代金を支払うためにドルを買う企業が多く、一方でドルを売る輸出企業が少ないので、輸入企業に対して政府がドルを売ってあげる必要があります。しかし、政府の持っているドルには限りがありますから、いつかは政府が持っているドルが足りなくなり、固定相場制が維持できなくなる可能性もあるのです。
一方で、貿易収支などが黒字の国では、政府がドルを買うわけですが、ドルを買うための円はいくらでもありますから、特に困った事は起きません。もっとも、貿易相手国から「政府が決めているドルの値段が高すぎて問題だから、ドルの値段を下げろ」という圧力はかかります。
固定相場制の今一つの問題は、外国の方が金利が高い時に起こります。人々が円をドルに換えて米国の銀行に貯金をしようとするため、政府が持っているドルが売り切れてしまうのです。したがって、固定相場制をとる国は、外国との間の預金取引などを禁止する必要があります。日本でも、戦後しばらくは、外国との間の預金取引などは厳しく制限されていました。

変動相場制とは、ドルの値段を政府が決めるのではなく、普通のモノと同じように、需要と供給が等しくなるようにドルの値段が決まる仕組みです。需要とは買い注文のことで、供給とは売り注文の事で、売り注文が多ければ値段が下がり、買い注文が多ければ値段が上がるという仕組みです。
問題は、ドルの需要と供給を決める要因が多様で複雑だ、ということです。最大の要因は、貿易収支です。輸出が輸入よりも多ければ、輸出企業が海外から持ち帰ったドルを売るのでドルの供給が増えて、ドルの値段が下がります。反対に輸入の方が多ければ、ドルの値段は上がります。長い間、日本の貿易収支は黒字が続いていました。したがって、大きな流れとしては、輸出企業がドルを売る事でドルが安くなっていく、という傾向が続いていたわけです。なお、貿易だけではなく、海外旅行のためにドルを買う人などの事も含めて考えるのが普通です。こうした取引を含めた統計を経常収支と呼びます。

第二の要因は、海外投資です。外国の株式を買ったりする場合もありますが、外国の国債を売り買いする場合が主です。外国の銀行に預金をする場合もありますが、プロたちは銀行に預金するよりも国債を買う方を好むようです。米国の方が金利が高い場合には、日本人が円をドルに換えて米国の国債を買うので、ドルが高くなる要因になります。これまで長い間、米国の金利は日本の金利よりも高かったので、資本取引はドル高要因となる場合が多かったようです。つまり、輸出企業が売ったドルを投資家が買って米国の国債に投資していた、ということになります。

第三の要因は、人々の思惑です。皆がドル高になると思うと皆がドルを買うからドル高になる、皆がドル安になると思うと皆がドルを売るからドル安になる、ということです。これは大変面倒なことです。人々がなぜドル高やドル安を予想するか、という理由はどうでも良いからです。
東日本大震災の後、ドル安円高になりました。日本が大災害に見舞われた時にはドルが高く円が安くなるのが理屈だと思うのですが、何故か人々はドルが安くなると思ったのです。阪神淡路大震災の後、ドルが安くなったので、その連想だったのかも知れませんが、本当の理由は不明です。
最近も、日本の金融が一層緩和されるだろうからドル高になるだろう、という人々の予想からドル高になっているのです。実際に金融が緩和される前からドル高になっていたことを考えれば、期待が原因だとわかります。更に言えば、日本が金融を緩和すると何故ドル高になるのかも、よくわかりません。いろいろな理屈を述べている人はいますが、それ自体はあまり説得力が無いようにも思えます。もしかすると、人々が間違った理屈を信じているので、ドルが高くなっているのかも知れないわけです。
こうして人々の思惑が影響するので、日々の為替レートを予想することは非常に難しく、過去の動きが説明できない事もあります。もっとも、10年、20年という期間でみれば思惑よりも理屈で動くので、過去の説明は可能ですし、経常収支などを正しく予想することが出来れば、将来の予想もある程度可能です。









戦後の為替の推移


今回は、戦後の為替相場の歴史について御話しします。終戦後まもなく、日本は固定相場制を採用しました。これは、政府が１ドルを360円と決めるものです。売り注文と買い注文の量が違う場合には、差額については政府が取引に応じる、という事になっていました。
戦後間もなくは、日本中が焼け野原で輸出できるような物は無かった一方で、復興のために大量の資材を必要としましたから、ドルが不足していました。高度成長がはじまると、輸出できる品物は増えて来ましたが、一方で輸入したい原材料なども増えて来たので、引き続きドルが不足していました。
高度成長期の後半になると、ようやく輸出産業が育ち、日本経済はドル不足から解放されました。戦後間もない頃に決められた１ドル360円というレートは、焼け野原だった日本経済にとっては厳しいものでしたが、経済成長を遂げた日本にとっては充分に余裕のあるものとなり、むしろ貿易黒字の大きさが問題とされるほどになっていたのです。
高度成長期の末期である1973年に、固定相場制から変動相場制に移行しました。ドルの値段は、政府が法律で決めるのではなく、市場で決めることになったのです。すなわち、ドルの売り注文が多ければドルの値段が下がり、買い注文が多ければドルの値段が上がる、という事です。
その後、1995年まで、短期的な上下はありましたが、大きな流れとしてはドルが安くなる、つまり円がドルに対して高くなる傾向が続きました。
変動相場制の国では、ドルの値段の決まり方は複雑ですが、最も基本的なことは、日本の貿易収支が黒字だと、輸出企業が海外から受け取ったドルを売るため、ドルが安くなる、という力が働くことです。
安定成長期以降の日本は、一時期を除いて米国よりもインフレ率が低かったので、時間とともに自然と日本製品の競争力が高まっていきました。また、日本の製造業は、高度成長期には量の拡大を目指していましたが、安定成長期にはいると質の高さを追及するようになりました。そこで、世界中から日本製品を求められるようになりました。こうして日本は貿易収支の黒字を続けたのでドル安円高が続いた、というのが大きな流れでした。
この間の大きな動きとしては、1985年から88年にかけて、急激で大幅なドル安円高が進んだという事です。きっかけは1985年のプラザ合意で先進国がドル安を目指すと決まった事でしたが、実際には各国が目指したよりも遥かに大幅なドル安が進んだのです。
急激で大幅な円高により、日本の物価が安定したことから、景気は良かったのに金融が緩和されたままでした。それが、バブルの一因となったということで、日本では記憶に残る出来事となったのです。
プラザ合意後の急激な円高は、日本経済に今一つの大きな変化をもたらしました。それまで日本の輸入は原材料など、国内で作れないものが中心だったのですが、円高になったことで、外国からの製品の輸入が増えました。また、日本の製造業が海外に工場を作る動きも本格化しました。今では、アジア諸国を中心として、大量の製品類が当然のように輸入されていますが、製品輸入が急に増えたのは、プラザ合意の後だったのです。
1995年以降も、日本の貿易収支は黒字を続けました。2011年に原発事故が起きて以降は貿易収支が赤字になりましたが、それでも海外から受け取る利子などを含めた経常収支という統計は今でも黒字を続けています。これは、日本人が外国から受け取ったドルを売っている事を意味しています。したがって、本来ならば円高が続いていても不思議ではありません。
しかし実際には、1995年以降の為替レートは、特に方向性を持たずに、ドルが高くなったり安くなったりしているのです。この間、最も大きな影響を与えたのは、日本の貿易収支や経常収支ではなく、米国の景気でした。米国の景気が良くなると、米国の中央銀行であるＦＲＢが金融を引締めるため、米国の金利が上がります。そうなると、日本の投資家が円をドルに換えて米国の国債を買います。こうしてドル買い注文が増えるので、ドルが高くなるのです。リーマン・ショック前は、こうしてドルが高くなっていましたが、リーマン・ショック後は一転して米国のＦＲＢが金融を緩和したため、資金の流れが逆になり、ドル安円高となりました。
これまで、戦後のドルの値段の歴史を振り返って来ました。長い期間を大きな眼で見れば、今御話ししたような理屈でドルの値段は動いているのですが、短期的な値段の動きは理屈では説明できない事も少なくありません。それは、「皆が安くなると思えば皆が売るから実際に安くなる」といった事が頻繁に起きるからです。したがって、今日の御話しは、あくまでも長い眼で見た大きな動きについてであるという事を覚えておいて下さい。








株価の決まり方


上場会社の株価の決まり方については、二つの理屈があります。第一は、一株あたり純資産と株価が同じになる、ということです。一株あたり純資産は、会社が解散する時に株主に払い戻される金額なので、株価がこれより安いのは変だ、というわけです。
もちろん、実際には今少し複雑です。企業には、様々なノウハウがありますし、継続的に取引してくれる相手の存在も財産です。そうしたものが一株あたり純資産の計算には含まれていませんから、実際の株価は一株あたり純資産よりも高くなるはずです。
そこで、人々は株価純資産倍率（PBR）という数字を見ています。これは、株価が一株あたり純資産の何倍か、という割り算をした結果です。１倍より低ければ、どう考えても株価は安すぎる、というわけです。

株価の決まり方の第二の理屈は、一株あたり利益と金利から株価が決まるというものです。ある国では１００円を貯金すると毎年5円の金利がもらえるとします。その国で、ある株を持っていると毎年５円の配当がもらえるとします。その株の正しい値段は１００円だと考えるのです。
そこで、人々は株価収益率（PER）という数字を見ています。これは、株価が一株あたり利益の何倍か、という割り算をした結果です。株価が利益の２０倍だということは、利益が株価の２０分の１、つまり５％だという事なので、金利が５％の国ではPERが２０倍だと丁度良い、という事になるわけです。
金利が１％の国では、PERが１００倍だと丁度良いというのが理屈です。株価の１％が配当だと、金利と同じになるからです。このことは、金利が低い国ではPERが高くなる、ということを意味しています。
もちろん、実際には今少し複雑です。たとえば儲かっても配当せずに会社が設備投資に使うといった場合には、株主は配当がもらえません。しかし、設備投資をして将来大きな利益が出れば、将来の配当は大きくなるはずです。そこで、配当ではなく利益を使って計算をしているのです。
また、会社は将来発展していく楽しみがあるので、預金金利と同じでなくとも株を買ってみたい、という投資家もいるでしょう。しかし、株は値下がりするリスクがあるので、預金金利と同じなら買いたくない、という投資家もいるでしょう。
たとえば最近の日本はゼロ金利ですから、PERはとても高くなるはずなのですが、実際のPERはそれほど高くありません。ということは、株を買って配当を受け取る方が銀行に貯金するよりも得なはずなのですが、株の値下がりリスクを嫌う投資家が多いのでしょう。
もっとも、実際に解散する上場企業は多くありませんし、配当をもらうために株式投資をする人も多くありませんから、以上の理屈だけで株価が決まるわけではありません。実際の株価に大きな影響を与えているのは、「値上がりしたら売って儲けよう」という人々の投資行動です。
こうした人々は、正しい株価がどうか、というよりも、株価が値上がりするか、という事に興味があります。つまり、他の人々が株を買うのか否か、という事に興味があるわけです。

先日、為替レートを決める重要な要因の一つとして、人々の思惑があるという御話をしましたが、株価もこれと似ているのです。
そうなると、奇妙なことが起こります。たとえば、米国で株価が上がると、翌日の日本でも株価が上がる場合が多いのですが、理屈を考えるとこれは不思議な話です。米国の株価が日本企業の利益に影響するわけではないからです。こうした株価の動きを説明するのが、「他人を見て行動する投資家」の行動です。他人が何をするか、という思惑で動くのです。
多くの投資家は、「過去に米国が上がった時は日本も上がった」という事を知っています。彼等は米国株が上がった時に何を考えるかというと、「他の人々は、今回も上がると考えて買い注文を出すだろう。そうなれば株価は上がるだろう。自分も買い注文を出そう」と考えるのです。そうして今回も、米国株が上がると日本株があがる、という事が繰り返されるのです。
昨年秋、アベノミクスが始まる前の株価についても、思惑が働いていました。株価の水準は、企業の利益や景気の状況といった経済のファンダメンタルズから説明しにくいほど低かったのですが、その原因は、人々が「どうせ株価は上がらないだろう」と考えていたことでした。
このように、短期的な株価は人々の思惑で大きく左右されますから、予想することは難しいのですが、長い眼でみると、ある程度は経済ファンダメンタルズを反映した動きをします。したがって、遠い将来の経済などが正しく予測できるのならば、短期的にはともかく、長い眼で見れば予想することも出来るはずです。









戦後の株価の推移


終戦からバブル期まで、日本経済はおおむね順調に成長を続けました。日本企業も大きく立派になっていきました。したがって、株価も大きな流れとしては順調に上昇を続けていきました。こうした動きを、経済のファンダメンタルズに沿って株価が上昇した、と呼びます。
バブル期には、経済の実態からは説明がつかないほど株価が上昇し、日経平均株価は最高値で４万円に迫りました。株価が経済のファンダメンタルズからかけ離れた水準になったのです。金融が緩和されていたことなども影響していましたが、日本人が「日本経済は世界一だから株価が高いのは当然だ」などと自信過剰になっていた事が主因でした。バブルというのは、後から考えると「どうして不思議に思わなかったのだろう」と思うのですが、その時は皆が舞い上がっているので、不思議に思わないのです。

バブルが崩壊すると、株価は暴落しました。上がり過ぎた分が下がったことに加えて、景気が悪化したり金融危機が発生したりした事も、株価を下げる要因となりました。特に金融危機は、大手銀行の破綻などで制御が不能になって日本発の世界恐慌が起きるのではないかと心配する人もいたほどで、株式市場の投資家心理も冷え込みました。そして、金融危機の最悪期には株価は13000円、バブル期の３分の１の水準にまで下がりました。
その後、金融危機は政府や日銀などの必死の努力で何とか収束しました。金融危機から十数年が経過し、最近の銀行の状態は、当時とは比べ物にならないほど健全になっています。景気も、決して良いとは言えませんが、金融危機当時と比べれば、やはり比べ物にならないほど改善しています。
しかし株価は、短期的には上がったり下がったりしながらも、長い眼で見ると決して回復しているわけではなく、最近だいぶ回復したにもかかわらず、未だに金融危機の時と大差の無い水準で推移しているのです。これは何故でしょうか。考えられる理由を挙げてみましょう。

第一は、日本経済の長期的な将来性に関する人々の見方が弱気になった、という事が考えられます。金融危機当時は、たしかに経済も金融も混乱していましたが、「これはバブル崩壊による一時的な混乱であるから、遠からず日本経済は再び素晴らしい回復を遂げるに違いない。株価も再び上昇するだろう」と考えていた人が多かったのでしょう。しかし最近では、「日本経済は少子高齢化で長期的にも成長は見込めない。中国などとの競争も厳しくなるだろうし、財政赤字が解消する目途もない」と考えている人も多いので、株式投資をしようという気が起きない、という事はあるでしょう。

第二に、日本株に積極的に投資をしよう、という人が減ったという事が考えられます。日本人の個人投資家の多くは、過去に株式投資をして損をした経験を持っているので、「株式投資はこりごりだ」と考えている人も多いでしょう。銀行と企業がお互いの株式を持ち合うことも、昔に比べると随分少なくなっています。その分だけ市場に出回っている株式の量が増えているわけです。外国人投資家は、投資先を世界的な視野で決めていますが、彼等にとっては、十数年前に比べて最近の日本が占める地位は大きく低下しているでしょう。世界経済、特に新興国経済が目覚ましく成長しており、日本に資金を振り向ける必要性が下がっているからです。
しかし、最近の株価は、こうした理由だけでは説明がつかないほど低水準にあります。株価の正しい水準というものを求める事は困難ですが、少なくとも株価が一株あたり純資産を下回っている状態は不自然です。会社が解散した時に株主に戻って来る金額よりも株価の方が低いという事になるからです。そして、昨年11月までは、東証上場株の平均がそうした不自然な状態にあったのです。
こうした事が起きている原因として考えられるのは、「人々が株価は上がらないと思っているので株を買わない。だから株価が上がらない」という事です。株式投資をしている人の多くは、株価が上がるか否かを最重要に考えていますが、株価が上がるか否かは、他の投資家が株を買うか否かにかかっています。

現在の日本のように、20年間も株価が低迷を続けていると、投資家たちの間で諦めムードが漂います。「どうせ他の投資家は買わないだろう」と全員が思えば、誰も株を買わないので、実際に株価は下がるのです。
昨年11月までの株価低迷の原因がこうした事であったとすると、昨今の株価上昇は人々のムードを変えるかも知れません。
人々が「今度こそ他の投資家も買うだろう」と思うか、「やはり買わないだろう」と思うかで、株価の先行きが大きく分かれる事になるかも知れません。当面の株価の推移には要注目でしょう。









習近平政権始動


三月の全人代にて、習近平氏が国家主席に、李克強氏が国務院首相に、それぞれ選任されました。この習李体制下で、新しい政権が作られて新しい政策が始まりました。

まず、経済については、中国では30年間近くも10%近い高成長が続いてきましたが、今後同様に成長し続けるのか、あるいは若干緩やかな成長を目指すのかといった点が問題となりました。とりあえずは7.5%程度の成長を目指すところで、落ち着いています。この背景には、内陸部と沿岸部の格差是正のほかに、環境問題があります。黄砂に加えて、ＣＯ２やＰＭ2.5の件もあって、外国人が北京や上海から逃げ出す事態となっているため、今後は環境対策を行いつつ成長することにしたのです。

他に重点的に行っている施策には、汚職の摘発があります。もともと汚職に手を染める人たちが非常に多かったのですが、特にインターネットが普及した近年では、人民によるインターネットを通した告発が増えています。最近では、中国の中央において賄賂を受け取っている役人を摘発する事例が増えており、過去五年間で8万件あまりの贈収賄事件が起こり、67万人の党員が汚職などで処分されています。汚職の摘発に絡んで、色々な鉄道を公共投資で作っている、鉄道省を廃止することになりました。鉄道省では、江沢民派などが鉄道建設に絡む利権を握り、多くの汚職が起き続けていました。そうした状況を打開するために、鉄道省を解体し、鉄道の行政部分を交通運輸省に組み入れ、鉄道建設や旅客輸送といった現業部分を中国鉄道総公司という新たに作る法人に任せることにしました。

さらに、食品安全の問題を改善しようとしています。中国には、日本の何倍ものいろいろな食材がありますが、安全なのかどうか怪しい食材も多く存在します。そこで、現在の司令塔である国民食品安全委員会弁公室と、実働部隊の国家食品薬品監督管理局を統合し、国家食品薬品安全監督管理総局に格上げすることで、対策を強化することとしました。

外交面についていえば、習主席はまず、ロシアとアフリカを訪問しました。今後はアメリカと中国の二強となりますが、アメリカと中国の差は大きいため、ロシアと組むことでアメリカと対抗しようとしているのです。またアフリカを資源調達先とみなすだけではなく、中国製品のマーケットにしようとしています。中国の成長が緩くなっているため、これまでのようにアフリカから買うだけにとどまらず、アフリカにも買ってもらいたいと考えているのです。

今日のお話をまとめます。
世界で二番目の大国になりつつある中国にて、そのリーダーが代わりました。ロシアやアフリカ、世界を巻き込みながら、新しい流れがはじまりつつあります。まずは国内での支持を得るために、鉄道省の廃止を含む汚職の摘発や食品安全問題の解決など、人民が喜ぶことに着手しています。ただ、外に対しては海洋強国を目指しており、今後の注視が必要です。








高度成長期の遺産


今回は、高度成長期の御話しをしましょう。といっても、高度成長期は40年も前に終わったので、歴史の話になってしまわないように、今の私たちの生活にどのような影響しているのか、という御話しをします。
最も大事なことは、当然のことですが、高度成長期に日本が豊かな国になったので、私たちも豊かな生活ができている、ということです。今の日本経済に様々な問題がある事は確かですが、それでも日本人の生活レベルは世界の中で見ると相当高い水準にあります。それは、今の私たちが勤勉に働いているから、という面もあるかもしれませんが、それ以上に重要なことは、高度成長期に立派な工場やオフィスなどが建ったので、私たちが立派な工場やオフィスなどに雇ってもらう事が出来た、という事なのだと思います。企業としても、立派な工場などがあったから利益が出せて、それで更に新しい工場などを建てることが出来た、ということなのです。

私たちが豊かな生活が出来る、ということの次に重要な影響は、農村から都会に若者が働きに出て来た事によるものでしょう。農村では医学の進歩や食料事情の改善などによって乳児死亡率が下がり、農作業の機械化も進んだため、若者の人手が余るようになりましたが、一方で都市部では新しい工場が次々と建ったため、人手が足りませんでした。そこで、義務教育を終えた若者たちが大都会に就職しに出て来たのです。彼等は、企業にとって大変貴重な労働力だったので、「金の卵」などと呼ばれていました。
多くの若者が親元を離れて都市で暮らすようになり、彼らが結婚して家庭を持つと、従来の大家族ではなく夫婦と子供だけの核家族になりました。農村では一家総出で農作業をするのが当然ですが、都会では夫がサラリーマンとして働き、妻が専業主婦として家事と育児に従事する、という家庭が一般的となりました。こうして、家族の形態が変化したのです。
企業も変わりました。労働力が不足していたため、労働者を囲い込むために、終身雇用制や年功序列賃金などの制度を作りました。これが日本的雇用慣行と呼ばれているものです。地方から上京して身寄りの無い若者にとっては、一生雇ってくれる会社は家族のような存在であったという面もあったようです。

若者が大量に都会に出て来たことの影響として、困った事も起きています。金の卵の親たちが、当時は働き盛りだったのですが、年月が経ったので、農村で高齢化しているのです。子供たちは都会に出てしまったので、農村が高齢者ばかりになってしまっています。働き手の若者がいないと、高齢者たちの生活も不便ですし、納税者がいないので地方公共団体の財政も苦しくなっているのです。
経済の話ではありませんが、お盆休みなどに帰省ラッシュが起きるのも、かつて金の卵だった人々が故郷に帰るために発生する現象です。
選挙において、一票の格差が問題となるのも、金の卵たちの大移動の影響です。戦後、人々が大都市よりも農村部に多く住んでいた時に、選挙の区割りが決められました。その後、人口が農村部から大都市に移動した際に、区割りを全面的に見直すべきだったのですが、農村部出身の議員が反対するため、小手先の修正が行われただけでした。そこで、選挙のたびに大都市の有権者の一票は農村部の有権者の一票よりも価値が低いという事が問題とされるのです。
このことは、政治家に占める農村部選出議員のウエイトが、人口に占めるウエイトよりも高いという事を意味しています。これが政治の判断に大きな影響を与えています。ＴＰＰ参加など、貿易自由化は、大都市の製造業にはプラスで農業にはマイナスですから、大都市選出の政治家は賛成しますが、農村部出身の政治家は反対します。結果として、ＴＰＰに参加しようという話が難航してきたわけです。
話題を変えて、昨年起きた笹子トンネルの事故について考えましょう。事故の原因は、老朽化が進んでいた事でした。トンネルが掘られたのは高度成長末期ですから、当時作られた道路や橋の多くは同様に老朽化が進んでいると考えるべきでしょう。問題は、現在使われているインフラの相当部分が当時作られたものか、当時計画されて安定成長期に作られたものだ、ということです。

自民党政権は、国土強靭化計画を掲げています。防災のために新たな堤防を作ることも重要でしょうが、老朽化した道路や橋などのインフラを補強したり作り直したりする事も重要です。景気対策にもなり、わたしたちの安全にも役立つ事ですので、是非とも老朽化したインフラの補強などの対応を頑張って欲しいと思います。









バブルの発生


今回は、バブルについて御話しします。1985年にプラザ合意という会議があり、その後3年間で大幅な円高となりました。円高で日本の輸出は激減すると思われていましたが、ほとんど減らず、貿易収支は大幅な黒字を続けました。日本製品の品質が高いため、値段が高くても買いたいという人が世界中に大勢いたからです。
これを見た日本人は自信過剰になり、「日本経済は世界一だ。21世紀は日本の時代だ」と考えるようになりました。また、貿易収支が大幅な黒字で、これに海外からの利子の受取などを加えた経常収支も大幅な黒字でしたから、東京が国際金融センターになると考える人も大勢いたのです。
最初は、東京の都心の地価が上がりました。国際金融センターになると、外国の金持ち金融マンが都心に住むようになる、という発想から都心の土地を先回りして買った人がいたからです。しかし、これを切っ掛けとして、東京の地価が一斉に上がりはじめ、大阪などにも広がっていきました。株価も急激に上昇していきました。「世界一の国の土地や株が高いのは当然だ」と考えた人が多かったのです。

金融が緩和されていたことも、バブルが拡大した一因でした。円高のおかげで物価が安定していたので、日銀は金融を緩和していました。そこで、世の中には大量のオカネが出回っていましたし、土地や株を買う投資家たちは低い金利で簡単に融資を受けることが出来たのです。
株価も地価も、後から考えると「どうしてあんなに高くなったのだろう」と不思議に思うような所まで値上がりました。株価や地価を考える際の材料をファンダメンタルズと呼びます。株価で言えば、企業の利益とか持っている財産などですし、住宅地の地価で言えばサラリーマンの年収などですし、商業地の地価でいえば、その土地を買って商売すると儲かるか、といった事です。バブル期には、株や土地が、こうしたファンダメンタルズから説明できないような高値で取引されるようになったのです。
この話を聞くと、「経済がわかっていない人々がバカな買い物をしたのだろう」と思うかもしれませんが、そうではないのです。日本経済を動かしているような賢い人々も、株や土地を買っていたのです。これがバブルの興味深いところですから、賢い人たちの行動について考えてみましょう。

バブルの時に、賢い人々はどう考えたのでしょうか。「今の株価や地価は、今のファンダメンタルズから考えると高すぎる。しかし、21世紀は日本の時代で、日本経済は今後も発展し続けるのだから、経済のファンダメンタルズは上がり続けるはずだ。それならば、今の株価や地価も決して高くない」と考えたはずです。これなら、論理的には間違えていません。
間違えていたのは、日本経済が今後も発展し続けるはずだ、という部分です。しかし、この点については、ある程度仕方のない事だったと思います。日本人全体が自信過剰になっている中で、自分だけが違う考えを貫くことは容易ではありません。しかも、当時の状況を考えると、日本人が日本経済の先行きに自信を持つ事は、とても自然な事だったのです。日本製品は世界中で高く評価されていましたし、新しい技術を用いた工場が大量に建設されていましたし、日本の景気も非常に良かったからです。
このように考えると、当時の人々が何かとても愚かな判断をした、というよりは、ユーフォリアに陥っていた、という事だと思われます。ユーフォリアというのは、日本語で熱狂とか陶酔とか訳される言葉です。
バブルが愚かな判断の結果ではない、ということは、非常に重要です。歴史を見ると、バブルは何度も繰り返されていますし、今後も繰り返されるでしょう。賢い人々にも、バブルを止める事は難しいからです。
では、将来バブルが発生した時に、損をしないためには、どうしたら良いでしょうか。大変難しいことですが、バブルが疑われる時には投資をしない、という事が必要になります。では、疑わしい時とはどのような時なのでしょうか。いくつか判断材料を挙げてみましょう。

第一は、人々が強気であり、その理由が示されていることです。日本の場合は「日本経済は世界一だ」と言われていました。
第二は、株価などが上がっても、一般の物価は上がらずに、金融の緩和が続くことです。日本のバブル期は、円高で物価が安定していました。
第三は、今まで投資に興味を持たなかった人が大勢投資をする事です。日本のバブル期には、はじめて株を買った、という人が大勢いました。
第四は、「日本の地価や株価は高すぎる」という外国人が増えることです。その場合、日本人がユーフォリアに陥っている可能性もあるからです。
こうした条件が揃った時には、必ずバブルだと言うわけではありませんが、安全のために投資を控えておいた方が良いのかもしれません。









バブルと景気


今回は、バブル期の景気について御話しします。バブル期の景気は、一言で言えば絶好調でした。高級車が飛ぶように売れ、工場が次々と建ちました。飲み会が終わってもタクシーがつかまらないからもう一軒行ったとか、人手不足のために納期が遅れる、といった話が頻繁に聞かれました。
景気が良くなった理由は、いくつかありますが、第一は人々が日本経済の先行きに自信を持っていたからです。21世紀は日本の時代だと思えば、企業は積極的に投資を行います。サラリーマンも、失業の心配などせず、これから増えていく給料の事を夢見ながら贅沢をします。景気は気から、と言いますから、皆が楽観的に考えた事で景気が良くなったのです。
地価や株価が上がった事も、景気にプラスでした。都心の狭い土地を数億円で売って、郊外に豪邸を建てた人なども大勢いました。株を売って高級車を買った人も大勢いました。土地や株を売らなくても、持っているだけで気が大きくなって贅沢をした人も大勢いました。こうして景気が良くなることを、資産効果、と呼びます。
私事ですが、私も贅沢をしました。私は当時、30歳前後でした。銀行に入ったときに借金をして180万円で自社株を買ったのが、それがバブル期に1800万円になりましたから、「自分は大金持ちだから老後の心配は不要だ。給料は全部飲んでしまおう」と考えたのです。これには後日談があって、自社株がバブル崩壊後に18万円まで値下がりしたのですが、その御話しは後日改めていたします。
税制の歪みも、景気の拡大に寄与していたと言われています。不動産価格が上昇すると、相続税の対策として、「借金をして更地に家を建てる」人が増えました。借金は相続財産から差し引かれる一方で、家屋は建築費よりも低い価格で相続財産として計算されたのです。こうして住宅投資が活発化したのです。
こうして景気が過熱したことは、人手不足を招きました。建設ラッシュでしたから、建設労働者は大幅に不足していましたし、各工場も増産に忙しかったので、臨時雇用を増やしました。建設労働者や工場労働者といった即戦力だけではなく、学生の就職戦線も売り手市場となっていました。各社とも、将来の発展のために必要な人材を確保しようと競い合って大量採用を行っていたからです。

さて、景気を上向かせた要因について御話ししてきましたが、景気には、一度上を向くとそのまま拡大を続けるという性質があります。たとえば企業の売り上げが増えると生産が増えるので失業が減り、残業が増えます。サラリーマンは所得が増えるので消費をします。また、企業は新しい工場を建てますが、そのためにはセメントや鉄や設備機械を注文するので、セメント会社などの生産が一層増えることになるのです。
こうして景気が拡大していきますが、通常であれば、ある程度で止まります。それは、景気が拡大を続けるとインフレになるので、これを防ぐために日銀が金融を引き締めて景気をわざと悪くするからです。
しかし、バブル期には景気が拡大してもインフレにならなかったので、日銀は金融を引き締めませんでした。そこで、景気はいつまでも拡大を続けたのです。インフレにならなかった理由は、当時円高が急激に進んでいたことでした。輸入している原材料などの価格が円高で大幅に低下したため、その分と好景気による物価上昇分が打ち消し合っていたのです。

再び私事で、しかも余談ですが、私が景気の調査をはじめたのがバブル期でした。その時に強烈に印象に残ったのが、全員が贅沢をすると全員がハッピーになれる、という事です。金は天下の廻りものなので、誰かの消費は誰かの所得になり、消えて無くなってしまうわけではないからです。一人だけが贅沢をすれば、その人は破産してしまうかもしれませんが、皆で贅沢をすれば、皆の所得が増えるので、大丈夫なのです。
景気が良くてインフレにもならないのですから、皆がハッピーです。企業は儲かり、失業者は無く、人々は消費をエンジョイしていました。
バブルは数多くの後遺症を残しましたが、その多くはバブルの後遺症であって、好景気の後遺症ではありません。好景気自体は素晴らしい物なのです。
当時、サラリーマンの間では、「住宅価格が上がり過ぎたので、一生かかっても自宅が買えない」という不満がたまっていきました。政府日銀がバブルを潰そうと考えたのは、こうした不満に応えるためだったのです。これも、バブルの難点であって、好景気の難点ではありません。
最近の状況は、これと正反対です。以前にも御話しましたが、皆が倹約するので物が売れず、皆が貧しく暮らしているのです。残念なことです。









バブルと銀行


今回は、バブル期の銀行の話をしましょう。銀行は融資をすべきではなかったのに、という反省をするので、かなり理屈っぽい話になります。
以前に御話したように、バブル期は皆が自信を持っていたので、株価や地価が高すぎるとは思っていませんでした。だから借金して株や土地を買う人が大勢いて、彼等に銀行が融資をしていたのです。
バブルの可能性を全く考えない場合には、そうした行動は合理的なのですが、「もしかしたらバブルかもしれないが、多分違うだろう」と考えている時は、話が複雑になります。

話を簡単にするために、極端ですが数字の例を出してみましょう。バブルである確率は１割で、その場合には、バブルが崩壊すると土地の値段が半分になります。しかし、残りの９割の確率で、土地の値段が更に値上がりして倍になります。
この場合、土地を買う事は、ある意味で合理的です。９割の確率で２倍になるのですから、１割の確率で半分になるというリスクをおかしてでも投資してみる価値はあるでしょう。あとは、賭け事が好きか嫌いか、という問題です。
したがって、バブル期に多くの投資家が土地や株を買った事は、結果としては損をしましたが、その当時の判断としては「馬鹿な事をした」という事ではなかったはずです。
当時は、銀行員の中にも、住宅ローンを借りて自宅を買った人が大勢いました。つまり、多くの銀行員は、一般の投資家と同様に、バブルだとは思っていなかったのです。だから銀行は不動産購入資金などを融資したのです。しかし、銀行はもっと慎重になるべきでした。その理由を考えてみましょう。
確率９割で不動産価格が２倍になります。借り手は、値上がりした不動産を売って、銀行に借金を返します。莫大な利益が手元に残ります。しかし銀行には、貸出金が戻ってくるほか、金利の収入があるだけです。
問題は、確率１割で不動産価格が半分になった場合です。借り手の多くは破産しますから、銀行は貸出金を回収することが出来なくなります。つまり銀行にとって、不動産購入資金を貸出すことは、「９割の確率で金利が儲かるが、１割の確率で元本を損する」という取引なのです。つまり、銀行は、バブルかもしれないと思ったときは、多分違うだろうと思っても、貸してはいけないのです。

銀行という所は、融資をする時に慎重に審査をします。これは、借り手が返済できても金利しか儲からず、借り手が返済できないと元本を損する、というのが銀行の商売だからです。これは、個々の会社の返済能力についてもそうですが、経済全体がバブルであるか否か、という点についても同様の慎重さが必要だったのです。
話題を変えましょう。株式会社は、借金が返せなくなった場合には、株主が借金を肩代わりするのではなく、借金を踏み倒して良い、という法律があります。これを株主有限責任と呼びます。
この制度が作られたのは、大企業が倒産した時に、たまたまその会社の株を持っているサラリーマンが泣くのは可哀想だから、銀行に泣いてもらおう、という理由ですが、この制度が無いと、サラリーマンが安心して株式投資をすることが出来ず、日本経済が発展しなくなるから、という事も理由だと言われています。

さて、投機家、つまりバクチ打ちが、バブル期に不動産を買うとします。自分が借金をして不動産を買うと、失敗した時に自分が破産してしまいます。しかし、株式会社を作って、その会社が銀行から借金をして土地を買えば、失敗しても主に損するのは銀行で、自分の損は限定的です。もちろん、株式会社を作るための出資金は失いますが、破産するわけではありません。一方でバクチに成功すれば大儲けです。
つまり、バクチ打ちが株式会社を作って借金をして土地を買うという行為は、「成功すればバクチ打ちの勝ち、失敗すれば銀行の負け」というゲームなのです。こんなゲームに銀行が参加してよい筈がありません。
もちろん、バブル期に借金をした企業の多くは、真面目な企業だったのでしょうが、中にはバクチ打ちが不動産投機の目的で株式会社を作って銀行から借金をした例も少なくなかったと思われます。道徳の先生ならば、銀行がバクチ打ちに手を貸すのはケシカランと仰るかもしれませんが、そうした問題とは別に、純粋に商売として損な商売だったわけです。

将来、バブルかもしれないという時代がもう一度来たら、その時には銀行が過去の経験








国際経営について①


新しい年度になり、ビジネススクールの授業も始まりましたので、私の担当している科目である国際経営について、どんなことを教えているのかをお話ししたいと思います。

国際経営は、企業がグローバルな規模で事業を展開するにあたっての戦略やその経営環境を分析する研究分野です。グローバルな規模の事業展開には、さまざまな形態があります。まず最初の段階としては輸出が考えられることですし、その他にも、自社のもつ技術を海外の企業に供給してその対価としてのロイヤリティを受け取ることや、ノウハウを提供してフランチャイズで展開することも考えられます。これらの主体は、あくまでも本社のある自国です。そしてそれ以外に、本格的な参入を図ることを現地直接投資（FDI）と言います。

海外直接投資とは、海外に子会社を設立して、販売や生産、研究開発、資金調達、サービスなどのビジネスを行うことであり、それが数カ国以上広く行わることになると、そのような企業は多国籍企業と呼ばれることになります。日本ではソニー、パナソニック、トヨタ、ホンダなどです。

多国籍企業の研究は、1970 年代前後から本格的にハーバード大学などを中心に行われるようになったといわれています。なぜこの時期にアメリカで始まったのかと考えると、企業が本格的に多国籍企業としてビジネスを行うこと自体が、それ以前はまだまだ限定的であり、研究対象になり得ていなかったといえます。

つまりそれまでは、本国から海外に商品を輸出することが中心であり、あえて海外に拠点をもって販売や生産活動をするだけの規模で、ビジネスが存在していなかったとも言えます。輸出があくまでも本社を中心とする海外対応に対して、海外直接投資は本格的に現地を地盤としてビジネスを行うということであり、両者には大きな差があります。第二次世界大戦後アメリカが世界で唯一の豊かな市場であり、海外直接投資を本格的に行う対象は、アメリカ企業やアメリカの市場であったことから、その頃からこのような研究がアメリカで始まったと考えられます。

この複数の国で事業活動を行う多国籍企業ですが、その源流は1800 年代の半ばにも見られます。その例としてよく挙げられるのは、アメリカ企業のシンガーミシンが産業革命後の繊維工業の盛んなイギリスで生産を行ったり、アメリカの銃器メーカーのコルト社がクリミア戦争などの政情不安定なヨーロッパで生産を開始するといったように、従来のアメリカからの輸出に代えて、市場や需要のある地域で販売や生産をすることが始まりました。他にも1900 年の前後には、ベビーフードで成功したスイスのネスレがアメリカやヨーロッパ各地で工場を設立したり、ドイツの化学品メーカーのBASF も早い時期に広く海外で活動を展開しています。

なぜ本国からの輸出ではなく、海外の現地に子会社をおいて、販売や生産活動をするのでしょうか。それには様々な要因があります。早くから多国籍企業展開をしてきたネスレの場合には、スイスという本社のある国の国内市場が非常に小さいですし、オランダの家電メーカーのフィリップスも同様の理由から、自社のもつ優れた技術や経営資源をもって、海外市場に活路を見出してきたと言えます。

企業の海外展開の一般的な形態として輸出があると説明しましたが、最近でこそGATT やその後身のWTO の活動やFTA などで、貿易障壁としての関税の撤廃の方向に向かっていますが、元来は二国間の貿易には、高い関税や輸入制限などの措置がとられていました。そうなると輸入量に制限が課されたり、輸入商品に高い関税がかけられると現地の商品に対する競争力を失うことになります。あるいは、船舶や航空機で輸出するための運賃も同様に、競争力を低下させると考えると、現地の市場を確保するためには現地生産が選択されることになります。その他にも、現地で生産することで、安い労働力やさまざまな経営資源が活用できることから、現地に参入することも促進されます。

さらに、輸出をすることで、現地で適切に自社製品を販売する企業を見つけることのコストや自社ブランドや戦略を維持することの重要性を考えて、あえて子会社を設立が選択される事にもなります。現地企業に任せると、自社のグローバルな戦略やブランドイメージが必ずしも維持されない可能性もあります。いずれにしても、市場の成長性が期待できるならば、あえて輸出に比べてあえて高いリスクをとることで、より高い成果を求めるということが、海外直接投資ということになります。

今日は企業の国際経営の形態として、従来からの輸出と現地直接投資による多国籍企業化について説明をしました。









国際経営について②


昨日は私がビジネススクールで担当している科目である国際経営について説明をしましたが、企業の戦略やその経営環境を分析する研究分野とお話をしました。

企業の戦略とはどのようなことかといえば、まずどこの市場を狙うのかと考えるのが第一歩ですし、どのような形態で参入するのかというのが次に考えられるかと思います。右ハンドルの自動車などやライフスタイルが近く、国内市場で販売される商品をあまり手直ししないで流通できる国を狙ったり、現地の市場の同業他社との競合関係、事業を展開するうえでのカントリーリスクを含む政治、経済、技術、社会状況を考えながら、詳細にターゲットを選定することになります。

昨日は、参入の形態として輸出、技術供与、フランチャイズなどの本国を中心とした海外対応と現地に子会社を設立して直接に現地参入する方法を説明しました。子会社を設置するとすれば、どのような機能を現地で展開するのかということが考えられます。多くの企業であれば、本国で生産した商品を現地で販売する子会社を設立から始まり、現地で販売ネットワークを構築していきます。現地の市場を見極めた上で、市場規模の拡大や成長性が見込めることになれば、次のステップとして現地で生産することが考えられます。国内よりも労働力の確保や人件費を含む生産コストに魅力があり、現地で得られるさまざまな経営資源に優位性があれば、現地での生産に踏み切ることになります。自動車や機械などを考えると、輸出に関わるコスト負担も重要な検討材料になります。

一方で、輸出について輸入制限や高い関税などの障壁がなく、商品のバリューに対して輸送コストが足かせにならないのであれば、現地で生産する必要は少ないということになります。

どのような商品を現地で販売するのかは、当然ながらとても重要な要素になってきます。今まで先進国市場を中心に販売をしている段階であれば、購買力や嗜好性、ライフスタイルや使用環境などの比較的近いということで、本国で生産される製品を持ち込むことで、大きな手直しは必要ありませんでした。

最近では、先進国市場での大きな成長が見込めないことから、多国籍企業の多くは、BRICｓから開発途上国市場への参入を進めていますが、そうなると従来の先進国市場とはまったく違った考え方や発想で、商品や販売方法が企画される必要があります。先ほどお話したとおり、購買力、嗜好性、ライフスタイル、使用環境のすべてにおいて、異なるからです。

日本の企業でしばしばいわれることに過剰品質がありますが、開発途上国の市場での購買力を考えると、機能は簡素化しても価格を抑えることは必須となります。あるいは、開発途上国向けに、先進国ではボトル単位で売られているシャンプーやリンスを1回分の小袋に入れて売る、小分けモデルと言われる少量販売も、現地市場で浸透するためには検討が必要になります。近年開発途上国ではまだまだ停電が日常茶飯事であれば、停電に対応した家電製品が求められますし、最近のイスラム教の市場の成長を考えると、イスラム教徒に受け入れられる食品のハラル対応も必要になってきます。

このような戦略は、企業の内的な検討事項だと考えると、一方で最近のTPP をはじめとする経済連携協定や自由貿易協定などの拡大は、企業にとって脅威にも機会にもなる経営環境の変化です。つまり同じ市場を狙う競合他社の生産拠点が、これらの協定によって有利にも不利にもなるからです。

企業のグローバル展開に当たっては、内的な企業の優位性や劣位性を考えると同時に、常に変化する経営環境に対応していくことになります。そのような企業の戦略と経営環境の枠組みを考えるのが、私の担当している国際経営という分野です。

企業がグローバルな規模で事業展開において、どのような市場を対象にしながら、その市場に適した商品と販売方法を構想し、現地に子会社機能を展開させるのかという企業戦略と外的な要因である経営環境について、説明しました。












目標が人に与える影響（課題をどう意味づけるか）


最近、失敗をどのようにとらえるのかということが、よく話題にのぼります。
これは、課題や目標をどのようにとらえるのかという点と関係しています。仕事でもスポーツでも、何かをやり遂げようとした際、失敗を何度も経験することがありますね。その時に、失敗して無力感に陥ってしまうのか、あるいは、失敗を次の成長へ向けて活かそうと考えるのか、どちらのとらえ方をするかは、取り組む課題に対する価値観の違いにも影響を受けています。

ひとつは、取り組んでいる課題が自分の才能や能力の優劣を評価するためのもの（遂行目標）ととらえる考え方です。この考え方の場合、失敗は能力の低さの現れとなります。もうひとつは、課題は自分の成長のため、学習のためのもの（学習目標）ととらえる考え方です。この考え方では、失敗しても次に活かして、成長していければよいので、失敗を成功のための情報源ととらえます。上手くできたかどうかよりも、次にどうすればもっとうまくいくだろうかという点に目が向くことになります。

たとえば、大学生を見ていると、就職活動で面接に落ちたり、恋愛して失恋を経験したりと、辛い目に合うことはしばしばですね。しかし、就活を通して自分は成長している、次の段階へ向けて頑張っていると考えることができたら、失敗してもいい、次に頑張ろうと考えることができます。一方で失敗するたびに、自分は能力を評価されている、駄目出しをされている、自分は駄目なんだと思ってしまうと、どんどんやる気が落ちていきます。失敗のとらえ方ばかりが話にあがりますが、まず取り組む課題に対する考え方を変えていくことが大事なのかもしれません。

それではどうすれば、課題や目標に対する考え方を変えることができるのでしょうか。ひとつは、課題に取り組む人自身が、自分自身の価値観やとらえ方を変えることですね。また、周囲の環境からの働きかけも重要です。たとえば、子供の場合で考えてみましょう。試験の結果が出たときに、親はどこを褒めるでしょうか。結果だけをみて、点数の良し悪しを褒めたりしかったりする場合は、子供は試験や課題を能力評価のためのものだと考えるようになるでしょう。逆に、努力の良し悪しで判断すれば、子供は課題において大事なのは結果ではなくプロセスなんだ、と理解します。それによって、課題や目標の意味付けの仕方が変わってきますね。また、職場においては、上司がよく「失敗を恐れるな、挑戦しろ」といいます。そのためには、本人の気の持ちようやとらえ方が重要なのはいうまでもありませんが、課題を失敗したときや成功したときに、周りの人がどのように声かけするのかという点も意識したいところです。

これは、子供を対象とした実験です。その実験では、簡単な問題で成功体験を繰り返した子供よりも、数回間違えたとしても、上手くできる方法に関する情報をフィードバックされた子供の方が、課題に対するやる気を維持する、もしくはやる気を向上させたそうです。先ほどの職場での話に戻ると、失敗したときに的確なフィードバックがなされれば、本人のやる気も伸びていくのではないでしょうか。

私たちの生活には、失敗があふれていると言ってもよいですね。すべての失敗をまじめにとらえることは、難しいでしょう。そのため、自分の中で伸ばしたいと思っている分野や領域において、自分がどのように目標や課題を意味付けているか考えてみるとよいかと思います。失敗をすることは怖いことかもしれませんが、それは自分を評価しているのではなく、自分を伸ばすチャンスだととらえなおせばよいのです。心理学では、外部からの報酬によってもたらされるやる気（動機づけ）を外発的動機づけと呼び、達成したい、成長したいという気持ちによってもたらされるやる気や動機づけを内発的動機づけと呼びます。職場や学校において、本人が達成したい、成長したいという気持ちをもって動き始めれば、周囲が放っておいても本人はどんどん成長します。そうした内発的な動機づけが生じる環境作りが大切なのかもしれません。
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できるという感覚（自信を高めるためには）


今回は「自信」、すなわち「できるという感覚」についてお話します。
心理学では、自信のことを「自己効力感」と呼び、研究が行われています。そして、自信をもっていることがらに対して、人は行動を起こしやすく、積極的に取り組むといわれています。そのため、行動や課題に対する自信を高めることは、やる気を高めることにつながります。

なかには、課題に対して自信を持てないため、できることもやらないという人もいるかもしれません。周りからみれば、できそうなのに、本人はできそうにないと臆病になってしまうような状況ですね。自信の面白いところは、ここにあります。自信とは、客観的、物理的にその人がどの程度できるかということではなく、自分自身がどう思うかという主観的な判断によって形成されます。したがって、本来は同じくらいの力があったとしても、自信が低い人がいれば、自信過剰な人もいます。みなさん自身はどうでしょうか。心理学的には、少し自信過剰気味な方が良いといわれています。その方が、生活においては、課題や行動に対して、一歩を踏み出しやすいからです。


それでは、自信が持てない場合、どうすれば自信を身に付けることができるのでしょうか。
バンデューラによれば、自信を高める方法は４つあります。一つは、自分で経験を積み重ねていくというものです。これを直接経験と呼びます。できないと思うことをやってみて、うまくいったり失敗したりを繰り返しながら、できるんだという感覚を育てていく方法です。二つ目は、他の人がやっているのを見ることで、自分にもできそうだと思うことです。グループやチームワークの話と関連しますが、勢いのある人やできる人が周りにいると、自分もできそうだと考え、全体的に雰囲気がよくなることがありますね。人は無意識のうちに、他人の行動をみながら学び、自信を高めているのかもしれません。そして三つ目は、言語的な説得です。周囲から大丈夫だよ、できるよ、と言われることで、自分は大丈夫、できる、と暗示をかけていきます。四つ目は、情動を安定させるという方法です。緊張していれば、できることもできなくなりますね。自分なりの方法で生理状態を変化させることも、自信を高めることになります。

以上４つのうち、自信を身につける上では直接経験が有効であり、失敗と成功から学ぶことが分かります。しかし、失敗はあまり経験したくないことで、ときには自信を失うこともありますね。では、失敗をどのように活かせばよいのでしょうか。経験から学ぶ上では、何を経験するかよりも、どのように経験するか、経験した後にどのように振り返るかが、重要です。つまり、失敗したあとに、自分自身には変えることは何もないと思えば、自己改善は生じにくいかもしれません。失敗をした後に、自分に何が足りなかったのだろうか、あるいは、道具が悪かったのではないか、環境が悪かったのではないかと考え、さまざまな原因を検討し、状況を改善するプロセスを積むことが、最終的に自信の向上につながると考えられます。

以前、大学生を対象として、成功経験と失敗経験をどの程度振り返っているのかを調査しました。その結果、多くの人が失敗経験をよく覚えていて、何度も振り返っていることがわかりました。一方で、成功経験を振り返ることは、あまりしていませんでした。しかし成功経験をよく振り返る人ほど、課題に対して高い自信を有する傾向がありました。日本人には謙虚なところがあることも原因かもしれませんが、失敗から学ぶだけでなく、成功経験を自分で振り返って自身を持つことも大事なのかもしれません。








「ビジネスに関係した英語表現：手紙（２）」


今日はビジネスに関係した英語表現のシリーズで、手紙の書き方の２回目ですが、具体的な表現をいくつか紹介しましょう。

まず出だしの一言の表現です。私もそうですが、日本人は気候の挨拶など出だしの一言を書かないと気が済まないという人が多いので英語の出だしの表現、次に最後の締めくくりの表現、それから日本人的ではない最初に書くべき表現の３つをお話しましょう。

私達は、いかがお過ごしですかとか、先日は楽しゅうございましたとか書きます。ビジネスレターでは普通そういうことを書きませんが、ビジネスのコンテクストでも少し潤い的に書いても良さそうだという表現を２，３紹介します。

まず、これはアメリカよりはイギリスに多いのですが、I hope this letter finds you wellです。これはこの手紙が貴方はいい状態にある事を見つけられるといいと言っているので、要するにご機嫌いかがですかという意味です。メール等でもバリエーションは色々ありますが、イギリス人は頻繁にこの表現を使っています。

次に、初めて手紙を書く場合は別ですが、前回話した事やした事を引き合いに出します。例えば前回の何月何日の手紙ありがとうという意味で、Thank you for your letter of March- 17.３月17日の手紙ありがとうと入れます。ビジネスのやり取りですから、3月17日と日付を入れるのはよくあります。最後に、前回してもらった事を引き合いに出すこともあります。例えば、先週申込書を送ってくれてありがとうございましたという事ですが、Many thanks for sending me the application form last week. application formです。何とかformは何々の用紙ということです。こういうのを１つ入れたら、日本人も落ち着いて本題に入れるでしょう。

では、日本人的な一言を入れずにいきなり要件を切り出すときの言い方を１・２お話ししましょう。まず、注文をしたいときには１行目でいきなりそれを言います。注文したいものを言って、その後にいつまでにとか、いくつとか詳細をフォローします。英語はともかく結論を先に、全体のまとめとなる事を最初に書きます。そうでなければ英語の手紙とは言えません。日本では最初に詳細、最後に結論ですが、それは絶対に駄目です。特にビジネスのコンテクストではしません。

では、その注文のコンテクストを紹介しましょう。We are pleased to place an order with you for your newest model。 御社の最新モデルを注文させて頂きますという意味です。最初のbe pleased toは、喜んで何々するという意味で、こちら側が乗り気だという事を伝える表現です。それからorderは注文ですが、place an orderのplaceという動詞が中々出てこないでしょう。orderだけでも動詞として注文するという意味がありますが、英語ではこのようになるべく名詞で用いて、その前に軽い意味を持った動詞を付けるという言い方をよくします。こういう表現を英語では出して欲しいと思っています。

もう１つ紹介しましょう。最初に英文を言ってみましょう。we have learned from a newspaper article that you'll looking for a business partner in Japan。 お分かりになりましたか。we have learnedは、私たちは知りました、from a newspaper article、新聞の記事から知りました、何かというと、you'll looking for、御社が探していらっしゃる、a business partner in Japan、日本でビジネスパートナーを探していらっしゃると知りましたという意味です。この後の要件 は、私が応募しますから詳細をお話しましょうとなります。

最後の締めくくりの表現ですが、これは色々なものがあり場合によっても違うので、用意 したものは羅列するだけになります。返事が早く欲しい場合、we would appreciate your prompt reply.御社の素早い御返事を私たちは評価いたします、つまり、よろしく早く下さいねという意味です。次に、返事が早い事を祈っておりますと言う意味で、I am looking forward to hearing from you soon. looking forward to、look forward toというのはよく出てきますが、期待するという表現です。それから頼んだものを予め御礼をする時に、thanks in advanceという表現を使ったりします。その他いくつか表現がありますが、また次回紹介しましょう。

今日のまとめですが、日本人的な出だしはあまり必要ではありませんが、潤いを与える意味ではあってもいいと思いますので、使ってみてください。そして最初は要件 をまとめた一文で切り出し、結論を先にもっていか ないことです。そして、終り方は丁寧にということです。

















産学連携における知的財産（その１）


・今回は、産学連携による技術の商業化で欠かせない『知的財産』について解説する。知的財産には、特許権、商標権、著作権などのカテゴリがあるが、今回は特に特許について解説したい。

◆特許権とは
・特許権は「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち、高度なもの」と定義される「発明」に対して与えられる権利である。特許庁の審査を経て特許登録されると、出願日から20年間は独占的な権利を持つことができる。
・重要なのは、特許出願を完了するまでは、発明の内容が世の中に知られないようにすること。発明の内容が「公知」になると、原則として特許権が与えられない（アメリカは１年、日本は半年の救済期間が設けられているが、ヨーロッパは一切認められない）。
・誰かが努力して良いアイデアを生み出したとしても、それが他人に簡単に真似されるようであれば、良いアイデアを考えようとするインセンティブが無くなり、ひいては社会全体の進歩が停滞してしまう。この問題を解決するために生まれたのが特許制度なのだ。日本では近代化が進む明治18年に法律が制定されたのが始まり。当時、今のトヨタ自動車の前身である豊田自動織機を設立した豊田佐吉さんは、独創的なアイデアで新しい織機を開発していたが、苦労の成果がしばらくすると他人に真似されてしまい、そのたびに悔しい思いをしていたので、特許制度が日本に導入されたことを大いに喜んだという。

◆産学連携における特許の意味合い
・大学では、これまで存在すらしなかった全く新しい科学技術の研究成果が数多く生み出される。その中には発明としての高い価値を持つものも少なくない。
・「たら・れば」の話だが、もしも大学の発明に対して特許出願手続をせずに研究者が学会などで発表してしまい、特許が取れない状況（＝つまり、独占ができない＝どの企業でも参入できる＝最初に資金を投じて市場参入しても競合に模倣される）となってしまったら、企業にとってリスクをとって新製品開発を行うインセンティブが大きく下がってしまう。特に、医薬品など巨額の開発投資（大型医薬品は、15年程度の開発期間と1000億円の投資が必要といわれる）が必要な領域では、特許による独占権は不可欠だ。
・従って、有望な発明については、学会などでの発表前に基本となる特許を出願する必要がある。
・現在、日本の大学の特許出願件数は、国内・外国合わせて約8,000件／年にのぼり、企業への特許ライセンスから得られる収入は約15億円となっている（平成22年度実績）。大学の特許保有と活用で日本に30年先行する米国では、特許出願件数は日本の約２倍、ライセンスによる収入は日本円換算で3,000億円を越えている。
・また、大学は特許のライセンスの対価としてベンチャーの株式を受け取る場合も少なくない。有名な例は、スタンフォード大学がライセンスの対価として保有していたグーグルの株式が、2004年の同社の株式公開によって300億円もの収入を大学にもたらしたことが知られている。

・以上のように、産学連携では特許は重要な意味を持つが、一方でそのマネジメントは容易ではない。次回はその難しさについて解説したい。









産学連携における知的財産（その２）


【本文】
◆大学での特許マネジメントの難しさ　〜特許には巨額の費用がかかる
・前回の最後のほうで、スタンフォード大学のグーグルへのライセンスなど、米国のいくつかの大学が特許のライセンスで巨額の収入を得た話をした。だったら、どんどん特許を出願し、どんどんライセンスして収入を得れば良いかというと、それは難しい。
・それは、特許の出願や維持には高額な費用がかかるという理由による。特許１件を日本や先進主要各国、中国・韓国などで出願・維持しようとすると、最初の10年間で軽く1千万円以上の費用がかかる。一方で、年間1億円以上のライセンス収入をもたらす、通称"ホームラン特許"を得る確率は、1000件の中に１件あるかどうかというレベルである。となると、いつ当たりが出るかもわからない中で、大学が巨額の特許出願費用を負担することは当然難しい。
・実際に、米国の大学でも、特許費用や維持管理の人件費をカバーしたうえで、発明者や大学に収入を配分できている大学は、全体の僅か16%に過ぎない。さらには、全米の大学の平均ライセンス収入額は、大学の年間研究費の3〜5％にすぎない。
・従って、各大学は特許やその管理への配分可能な予算額をにらみながら、発明の価値の目利きをし、適切な管理を行う必要がある。

◆もうひとつの特許マネジメントの難しさ　〜独占か？非独占か？
・もうひとつの難しさには、ライセンス契約の際に独占権を付与すべきか、非独占とすべきか？という点だ。
・特許権は元々独占を保証するので、独占ライセンスが普通と思われるかもしれない。しかし、ライセンスを受けた企業が独占権の上に"あぐらをかく"こともある。大学としては、早く大学の特許を使った製品を世に出して欲しいのだが、企業が開発を急いでくれない（たとえ悪意がなくても、企業内の開発優先順位が下がる）ということも生じうる。
・もっと難しいのは、例えばA社に独占ライセンスをした後で、B社がA社とは全く異なる用途で特許のライセンスを希望してきた時に、すでにA社に独占ライセンスをしてしまっている場合は、大学はB社に対して「申し訳ないがA社に独占ライセンスしているので、A社と協議してほしい」としか言えない。A社がすんなりとB社にライセンスしてくれるかがA社次第で、場合によってはそこで話が終わってしまうこともある。一方で、最初の段階A社以外にもライセンス先がありうることを見越して非独占契約にしようすると、A社は独占のインセンティブがなくなるため、契約に至らないかもしれない。

・以上のように、産学連携において知的財産は重要な意味合いを持つが、そのマネジメントは簡単ではなく、１００点満点の回答があるわけでもない。大学の知財マネジメントの担当者は、日々悩みながらその時に考えられるベストの判断をするしかなく、それができる人材の育成が重要なのだ。









経営にデザインを取り入れる（１）


業経営の要素には、「ヒト」「モノ」「カネ」の三つがあるといわれています。現在では、それに「情報」も加えられています。本来は「情報とは何か」ということを定義しなければなりませんが、「情報」という言葉は様々な分野で広義にわたる使われ方をしています。
今日は、商品やサービスの価値に関するデザインの話をしたいと思います。

大量生産・大量消費の時代には、商品の価値の中で最重要なものは「機能」でした。新しい機能、優れた機能を売りにして、企業間の競争が行われてきました。やがて商品が一通り一般家庭に普及すると、機能的にはどれも同じという状態になります。これが、以前にもお話した同質化であり、コモディティ化につながるものです。そうすると、今度は差別化が必要になります。この差別化を行うために、「情報」がポイントになってきました。情報の価値を高め、デザインのクオリティを上げていくためには、デザイン・マネジメントが必要だと言われています。

イギリスでは、「クリエイティブ産業」を基幹産業の一つとして、戦略的に強化しています。これは、11のセクターで構成されています。そこでは、デザインや広告、ソフト・ゲーム、音楽、映画などの現代的なものと、芸術やアンティーク、伝統工芸などの伝統的なものとを区別することなく、同じコンテンツとみなしています。政府は国のプロジェクトとして、その育成にお金と人材をつぎ込んでおり、その結果、ＧＤＰの向上や雇用の拡大を達成しています。イタリアでは、デザインの重要性を認識している中小企業の経営者が非常に多く、デザインが発達していると言われています。またドイツでは、デザインの教育機関「バウハウス」発祥の地であり、デザインの素地が既にできあがっています。

一方、アジアに目を転ずると、中国ではデザインを新資源とみなし、デザイン教育に力を入れ出しました。中国の多くの大学がデザイン課程の設置を進めており、今も増え続けているようです。韓国では、1年で約５万人のデザイナーの卵が生まれていると言われています（日本では、その半分以下の２万人程度）。国際的なビジネス展開を視野に入れた、英語によるデザイン教育も行われているとのことです。またサムスン電子は、デザインを経営へ積極的に取り入れた結果、ブランド価値を向上させています。そして台湾では、モノ作りだけではな国が成り立っていかないということで、今後は三つの分野に特化し、世界市場で生き残っていく戦略を立てているようです。それは第一にデザイン、第二にマネジメント、第三に金融といったものです。このように、世界の各地において、デザインの重要性が叫ばれています。

日本においても、経済産業省が戦略的デザイン活用研究会を立ち上げて、デザインプロジェクトを実施するなど、デザインの重要性が徐々に認識されつつあります。企業において、これまでマーケティングの一環としてデザインが語られることはありましたが、最近では、デザインがわかる経営者を将来的に育てていくために、デザイン・マネジメントという科目が一部の大学で開講されるようになりました。これは、経営におけるデザインの重要さが認識されてきていることを示しています。さらには、経営がわかるデザイナーの育成も重要と言われています。

デザインは「情報の価値」を高めるものですが、「機能の価値」よりも「情報の価値」のほうが大切ということではありません。しかし機能に大きな差がない場合に、情報の価値が有するデザインなどが購買の決め手になります。時には、機能的には低くても、情報の価値のほうが優ることもあります。たとえば洋服の場合、「暖かい」や「新素材」は機能の部分ですが、「かわいい」や「美しい」、「高級そう」、「あのタレントが身に着けていた」などは情報の部分です。現代では、機能にお金を払う以上に、情報の価値にお金を払うことが多くなっていると言えるでしょう。

現代の消費者は、多少値段が高くても、あるいは明らかに機能的に劣っていても、自分にとってその商品の情報の価値が高ければ購入するケースが多くなっています。その情報の価値を高めるものが、デザインであり、マーケティングなのです。それによってイメージやストーリーが消費者に印象づけられて、モノが売れていくと思っています。

今日のまとめです。
デザインが企業の経営戦略上重要なポジションを占めてきていると言われて久しいですが、今回はデザインの重要性がなぜそこまで認識されてきたのかという点についてお話をしました。








経営にデザインを取り入れる（２）


今回は、デザインを経営資源の一つとして捉え、活用するということはどういうことなのか、考えてみたいと思います。

（１）差別化
まず挙げられるのは、自社の製品を他社の製品と差別化するためのツールとしてのデザインです。数多くの製品がひしめく市場において、製品デザインは、消費者の注意を引きつけるための手段となります。また、新しいデザインの投入によって、まだまだ使える製品を陳腐化し、新たな需要を喚起するということも企業側で行われています。このような差別化のツールとしてデザインを用いることは、デザインの黎明期から行われており、デザインがもたらす最も基本的な効果といえます。

（２）問題解決、実用的機能を与える
デザインは、製品の美的価値と機能的価値を統合するものです。言い替えると、デザインは単に外観の美的価値を高めるものだけではなく、私たちが生活していく上で必要なこと、便利なことを解決するための、広い意味での実用的機能も満たすものなのです。実用的機能というのは、一つの分野だけではなく、様々な分野にまたがっています。デザインは、その異分野の要素をひとつのかたち、システムとして形態化し、様々な問題を解決することができます。要は、機能を「カタチ」にするのです。

（３）イノベーションの調整
イノベーションとは、技術革新のことです。デザインと技術的なイノベーションは、深い関わりを持っています。ロンドン・ビジネス・スクールのＰ・ゴーブ元教授は、「デザインはイノベーションをコントロールする」と語っています。このことは、デザインが製品開発と製造システムの架け橋、要するに、製品の開発と製造の分野の架け橋となることを示しているのです。実際、イタリアのフィアットでは、自動車の外観デザインが組立工程を簡素短縮化した例がありました。これは偶然ではなく、開発時点で生産を意識してデザインを行っているためです。

（４）プロトタイプ支配の創造
これは、デザインの働きの中で、企業にとって最も意味を持ちうるものであるかもしれません。デザインは、視覚的なインパクトによって消費者の注目を集めることを期待されているということを先に述べましたが、プロトタイプ創造力はこの視覚的な効果の最も大きなものでしょう。新製品が成功に至る主な要因の中でとりわけ重要なのは、市場を視覚的に「支配」する製品の「プロトタイプ」（原型、典型）をデザインすることです。消費者はこれを基準にして、新しい製品の市場を認識するようになります。つまり、市場を制覇する「顔」となる製品が生まれると、後発企業もこれに従わざるを得なくなるのです。新しい「カタチ」を創り上げた企業が優位に立って、徐々に競争構造が定まって行きます。身近な例では、Apple製品があります。たとえ、どんなに技術的に優れた製品を造り出しても、製品プロトタイプを創り上げることができなければ、市場を築くことは難しいでしょう。

（５）企業と消費者のコミュニケーション手段
消費者にとって、デザインは価格と同じように、製品の第一印象を導き出し、さらに他の製品との善し悪しを推し量るための手掛かりにもなります。またデザインは、単に製品の外観としてではなく、企業と社会、産業と文化、技術と人間との間のコミュニケーション手段としても機能します。たとえば、SONYやAppleという企業に対して、多くの人が、「先進的」、「洗練された」、「クール」、「美しい」といったイメージを持っていますが、これはいいデザインの製品から定着したものでしょう。

（６）文化的価値
文化的な価値は感覚的なものです。しかしそのデザインが、「時代を超えた価値」、「万人にすばらしい美を感じさせる」、「自然によさを感じる」といった感覚を消費者に与えることで、消費者の生活をより一層豊かなものにすることができます。消費者は、一つの製品を捉えるにあたり、その製品と自分が有する数多くの製品との組み合わせを意識します。既に所有している製品のデザインとうまく適合した製品デザインは、好感をもたれます。

デザインが注目され始めた時代には、差別化のツールのような基本的な働きしか注目されませんでしたが、次第にイノベーションの調整や企業と消費者とのコミュニケーション手段と行った、デザインの新たな働きが注目されるようになり、デザインに期待されるものも年々大きくなってきています。

今日は、デザインが企業の戦略上重要なポジションを占めてきていることと、デザインの活用方法についてお話をしました。








京セラの稲盛会計学（１）


今日は、京セラの会計学、所謂、稲盛会計学についてお話します。

これは、一般的な会計学つまり普通学校等で教えられている会計学とは異なった、京セラ独自の会計です。しかし、このような考え方に基づき会計を処理し、かつ経営を行ったおかげで、京セラは今日まで赤字経営に陥らず、好調な業績を上げてきております。ここでお話しする会計のお話は、単なる外部に報告する会計だけではなく、会社経営・管理にも役立つ、そのような財務及び管理の両方に役立つ会計のお話しです。

１　原理原則に基づく判断
まず、経営と会計の関係ですが、経営を行う上で何らかの判断基準が必要になります。稲盛氏は当初何に従って経営判断を下せばいいかを非常に悩んだようです。そして結局、原理原則、筋の通った人間として正しいことに基づいて判断を行い、経営を行う、つまり良心に従って経営を行うようにしようと考えました。これが最も基礎的な考え方です。そして、これと同様に、会計においても、一般常識、慣行、会計的な考え方等に従うのでなく、常に何が会計の本質的な原理原則であるのかを考え、その原理原則にしたがって会計及び経営を実行しようと考えました。
私は会計の考え方から入っているので、会計の考え方は当たり前と思っていますが、経営者とお話すると、会計の考え方との間に大きな考え方のギャップがあることを感じることがしばしばあります。例えば、利益が上がっていても、手元にはお金が無い場合、経営者は一般に利益上がっているのであるからお金があるはずであると当然考えます。ところが、会計は発生主義会計という一定の会計のルールに従って利益計算をしているため、必ずしも利益と同額のキャッシュが手元に残るとは考えません。従って、経営者の視点で見ると、そういう所にギャップを感じる訳です。
しかし、会計の常識に捉われず、原理原則から会計を考え、なぜ利益が上がっているのに、現金が手元にないのかを考えるのが京セラ的な会計の考え方です。そこでは、会計的な考え方や一般的な社会慣行・考え方等には従っていません。

２　原理原則に従って考え、かつ処理するものの具体例
例１：減価償却
例えば、①企業では建物や車などを減価償却します。価値が減少することを減価といい、それを費用化していくことを減価償却といいます。この減価償却をどのような原理原則で行うべきかを考えます。一般的に減価償却する方法には税法規定があり、税法規定に従って何年で償却するということが決まっています。中小企業の多くはそれに従って計算を行います。しかし、京セラでは、このような慣行に従うことはおかしいと感じています。例えば、税法では機械装置は10年で償却する、つまり100万円のものを10年で、１年に10万円ずつ費用化すると規定されていると仮定します。ところが会社の方ではそれを５年しか使わないのであれば、５年で償却するのが当然です。しかし、現実には中小企業を中心として、税法規定に従って１０年で処理するところも少なくありません。ところが京セラでは、原理原則に従って考えますので、このような税法基準に従うことはおかしいと考えます。そこで、京セラでは自主的な耐用年数(この例では５年)を使用して減価償却を行います。

例２：売上高当期純利益率
また、売上に対する当期純利益の割合が売上高当期純利益率ですが、一般にこれは大体５パーセント程度が平均値であるといわれることがよくあります。そこで経営者はこの比率が業界平均であれば問題ない思いがちです。ところが、京セラでは、そのような一般常識に捉われずに、自主的にもっと利益率が上がるように考えることが必要であると考えます。常に京セラでは、慣習的な考え方には捉われずに、原理原則に基づき考え、もっと高い利益率を目指します。

例３：経営から見た会計の要点
そして、経営を会計との関係で考える場合、経営者としては分かりづらい会計を理解するために、稲盛氏は、原理原則の観点から売上を最大に経費は最小に抑え、それによって利益をできるだけ効率的に上げることが、会社経営及び会計のポイントであると考えました。そして、この利益がマイナス（赤字）では会社の継続できないと考えました。要するに収益部分(売上)を最大にするように努力し、同時に経費はできるだけ抑えるのが、経営から見た会計の根本であると正しく理解しました。
売上高　―　経費　＝　利益　　　→　　　収益　－　費用　＝　利益

例４：値決めは経営者の責任
経営を行う場合、値決めは非常に重要な問題です。値決めこそが経営だといっても過言ではありません。この重要な値決めを営業マンに任せるのではなく、原理原則に基づいて経営者が決定することが重要であると考えました。その決め方は、顧客が納得して喜んで買ってくれる金額の最大のものに決定するということです。これこそが買い手良し・売り手良し（・社会良し）の考え方ですが、それをいくらに決めるのは経営者の責任です。この場合に、正常な利益が獲得できるように、会計数値を十分に理解できていることが経営者に求められます。

３　まとめ
今日のまとめは、経営において会計は必須の手段であり、会計が理解できなくて真の経営者とは言えません。会計数値という事実に基づいて経営することが必要です。しかも会計を考える場合に、単に会計的な考え方や社会常識・一般慣行等に従うのではなく、原理原則に基づいて考え、かつ処理（行動）することが重要であるということです。

〔参考〕稲盛和夫[2009]　『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス人文庫










京セラの稲盛会計学（２）


今日は前回に続いて、京セラの会計の目標等についてお話しします。

１　経営の２つの柱
京セラは経営理念に基づいて企業経営をしていますが、その手段として二つの大きな柱として会計とアメーバ経営を考えています。アメーバ経営については後でお話しますので、ここでは会計のお話をします。

２　会計管理の２つの目標
　京セラでは、上述のように、会計を経営管理等の目的のために使用しています。この場合、会計管理の目的は、①会計管理を通じて、経営理念を経営に反映させること、及び②経営の実態をガラス張りにすることです。

３　会計管理を通じた経営理念の経営への反映
先程お話したように、京セラでは、会計管理を通じて、次のような形で、経営理念を経営に反映させています。
(1)　経営理念
京セラでは、驚くことに会計の基礎にまず経営理念があります。すなわち、アメリカ流の株主価値の向上とか、企業は株主のためにあるということを言いません。非常に日本的で、企業は全従業員の物と心、つまり物心両面の幸福を追求するということを経営理念として掲げております。経営目標の相手（対象）が株主ではなく、従業員です。しかもその幸福を追求することです。この場合物心両面の幸福、すなわち経済的豊かさと心の豊かさ・幸福を目指しています。
企業経営をする場合、企業は法的には存在しても、それには実体がなく、それを動かしているのは人間・従業員です。もちろん経営者をトップとして従業員が幸せにならない限り、他の人は幸せになれません。まず会社は従業員を幸せにして、従業員は顧客等を幸せにします。一般に会社はお客さんを幸せにするとよくいいますが、実はその前に従業員が幸せでないとお客さんを幸せにはできません。従って、会社は従業員をしっかり守るので、その代わり従業員はお客さんを大切にして下さいという２段構えのスタンスです。一般的に直接言っているのは、真ん中の従業員を省略して軽視しているのです。会社は従業員を守るので、従業員は安心してお客さんに大いに喜んでもらうように一生懸命努力しなさいというのが経営理念であり、企業の価値観や人間観です。
(2)　会計思想
次に、前述の経営理念をベースに会計思想を考えます。人間には、心が強い場合と弱い場合とがあります。従業員が連帯し、一生懸命仕事に励んでいる場合には、心は非常に強いのです。反対に、心の弱い面が出たときに、不正などに繋がります。そこで、この心の弱さを前提に正しさを追求するということが会計思想です。
(3)　会計原則
(2)のような会計思想、すなわち人間は心が弱った時に不正を行う可能性・危険性があるということを前提に、これを未然に防止するような原則（会計原則）が必要となります。従って具体的な会計原則は、従業員或いは経営者を含めて間違いを起こすものだという前提の下に、彼らを守るために間違いを起こさせないシステムを作ることです。これは、人間性悪説ではなく、反対の人間性善説に基づいて、従業員を犯罪者にさせないようにいるのです。その為に、あとで（後日）説明する会計原則があり、会計管理を通じて経営を行っていくことなのです。
(4)　経営
最後に、前述の会計原則を実際に適用することによって、会計管理を通して経営理念を経営に反映させていきます。
　①経営理念　→　②会計思想　→　③会計原則　→　④経営

４　経営管理の四つの特徴
京セラの場合は、上述の会計管理について、次の四つの特徴があります。
第１は、「心の弱さの認識」です。すなわち、前述のように、人間は心が弱まった場合に、不正等を起こす可能性があるという前提を認識していることです。
第２は、「数字の重視」です。すなわち、客観的な数値で管理をするという数値の重視です。
第３は、「価値観・フィロソフィの重視」です。すなわち、価値観や哲学を重視して会計管理や経営を行うことです。
第４は、「数字と価値観・フィロソフィーの統合」です。すなわち、数値を非常に重視するという米国流のやり方や反対に精神論等を重視する日本流のやり方という両者の良い面を統合し、価値観・哲学を重視しながらも、同時に客観的な数字に基づいて会計管理や経営を行おうとするものです。

５　管理会計の使命：四つの正しさの追求
京セラの会計では、会計管理の目標を達成するための会計管理の使命として、次の四つの正しさの追及をしています。
第１は、「倫理性の追求」です。これは、職業倫理或いは企業倫理と言われます。倫理教育が必要で、会計や普段の行動において倫理的な正しさ或いは公正公平さを追求するということが基本となります。
第２は、「正確性の追求」です。これは、当然ながら会計数値の正確性を追求することです。当然のことが当然として行われていれば、不正は起こりませんが、それがなされてないことが多いので、その会計情報の数値の正確性を追求するということです。
第３は、「透明性の追求」です。これは、経営や会計数値をガラス張りにするということです。経営者は当然会社の状況を知っていますが、従業員にも知らせて一緒に頑張るということです。もちろん外部への開示なども含めて透明性を追求していくことです。
第４は、「規範遵守の追及」です。これは、社内外の規則を遵守して必ずその規則に従うことを要求するもので、非常に重要なことです。このことによって信頼が生まれます。継続的に成長していく為には、信頼性や健全性といった会計管理の使命が非常に重要です。

４　まとめ
このように、京セラ会計（管理）の目的は、会計管理を通じて、経営理念を経営に反映させること、及び経営の実態をガラス張りにすることであり、この目標を達成するために、前述の４つの特徴を持った会計管理手法によって、四つの使命を追求するものです。この場合、次回以降に説明する七つの会計原則が使用されます。これによって会計管理により経営理念が経営に反映され、従業員の物心両面の幸福を追求すると共に、企業のコンプライアンスと効率性とを同時に達成しながら、永続的な発展を可能にします。

〔参考〕
青山敦[2012] 『京セラ　稲盛和夫　心の経営システム』日刊工業新聞社
稲盛和夫[2009]　『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス人文庫











選挙制度


近年、一票の格差が問題となっています。昨年12月の衆院選に関して、全国で16件の訴訟が起こされ、そのうち14件については、憲法違反であるという判決が出ました。その14件のうちの２件で、選挙無効判断がくだされています。１つは即時無効とされ、もう１つは猶予付き無効となりました。しかしこれに対して上告がなされ、７月に最高裁が判断を示すと考えられています。７月には、ちょうど参議院選挙があります。参議院議員は６年任期で、３年に一度半分を改選することが、憲法に記されています。したがってこの夏の後に参議院選挙が行われるのは、３年後となります。また衆議院議員は４年任期ですので、安倍総理が解散をしない限りは、３年の間ずっと選挙がないこととなります。この７月の参議院選挙次第では、日本に久方ぶりの長期政権が誕生しそうです。これまでのところ、アベノミクスが好調で、株価が上がったり、円安で輸出企業の調子がよくなったりしているので、ひょっとすると、安倍総理は長期間にわたり政権を握るのかもしれません。

それは結構なのですが、まずは選挙制度をきちんとやって欲しいと思います。政府与党は、「０増５減」の公職選挙法改正を急いでいます。これが通れば、一票の格差が、憲法が合理的と判断した２倍未満に収まる可能性があります。しかし、法の下の平等を考えれば、２倍を切ることではなく１倍となることを目指すべきではないかという議論も起こっています。たとえば鳥取県民は東京都民の２倍以上の選挙権を持つことに現状なっていますが、地方の人や地方議員は、地方の人たちの方が中央の人たちに比べていろいろと困っているのでそのままでいいのではないかなどと言っており、話がややこしくなっているのです。私は、法の下の平等の解釈として、基本的には、何県民であろうとその一票が同じ価値を持つべきであると思います。現在の選挙区区割りは、現在の都道府県の存在を前提としているのですが、実は都道府県を無視して新しい選挙割をつくれば、一票の格差を１倍とすることは可能なのです。現状の都道府県の区割りを前提とした議論では、「２１増２１減」も叫ばれていますが、それでも一票の格差は１．６倍となる程度です。個人的には、新しい選挙区割りをつくって、１倍を目指すべきだと考えています。しかしそれには時間を要するので、とりあえず０増５減でもいいので、皆で合意したことを行い、それから夏の参院選を行えばいいのです。裁判所はもともと、１倍を目指すよう、都道府県の区割りを無視するように言っています。しかし国会はそれをずっと無視し、国会でやっていることに裁判所が口を出すのはけしからんというようなことまで言っているので、余計に話がややこしくなっているのです。それぞれの立場で、それぞれの立場にとって利益になることを言い合えば、揉めざるを得ません。一票の格差の問題は、そこにあります。そもそも、憲法１４条が規定する法の下の平等では、選挙権も平等です。それにも関わらず、地方の人たちが多くの投票権、選挙権を持つようになっていますが、これが憲法違反と叫ばれてからもう２、３０年が経っています。

また、この夏の参議院選から、インターネットを使った選挙運動が解禁となります。ウェブサイトやツイッター、フェイスブックなどを使った選挙戦が、展開されることとなるのです。これにお年寄りがどれほどついていけるのかはわかりませんが、若者たちは影響を受ける可能性があります。e-mailを出してもいいそうなので、今後どのように選挙状況が変わるのかわかりません。とりあえず、夏の参院選の様子を見てみましょう。

今日のまとめです。
昨年の12月の衆議院選挙については、高等裁判所が憲法違反であると行っています。７月に最高裁が判断をくだすこととなります。それを受けて、早いところ法の下の平等を国会が実現することが望ましいです。









アメリカの財政運営


今日は、アメリカの財政運営についてお話します。

日本だけでなくアメリカの財政赤字も深刻で、有利子負債や国債の発行が大きくなりすぎて困っています。2011年には、アメリカが債務不履行に陥るのではないかという話があり、大騒ぎとなりました。とりあえず債務上限を引き上げて凌いだものの、引き上げた上限の期限がこの５月に来ました。

2011年に財政管理法ができて、このまま赤字が続くようであれば、すべてを一律に強制削減することになっていました。しかしこれに対していろいろな人たちが反対を言い始めたため、オバマ大統領も一律削減をしないことにしました。

そもそもアメリカでは、軍事に多大なお金が費やされています。軍は、強制削減条項が適用されると、世界の平和を維持することはできないと言い、大きな予算を継続して請求しています。アメリカとしては、まさか債務不履行に陥るわけにはいかないので、上院とオバマ大統領の間でいろいろな駆け引きが続いています。とりあえず、債務の上限についての合意をとりつけないといけないのですが、それまでにどの程度の歳出削減を約束させることができるか、これから見物です。

オバマ大統領はこれまで、医療保険改革をすすめてきましたが、共和党はそれを撤回させることで歳出削減を行えるとしています。もともと共和党は小さな政府で、民主党は大きな政府を目指しています。民主党は、弱い人に優しくし、お金持ちから山のように税金を取ろうとします。それに対して共和党は、アメリカの自由を盾に反対しています。共和党は、金持ちからお金をとる政策をやらせないために、医療保険改革に反対しており、この後２ヶ月は争いが続くとみられています。

債務の上限については、５千億ドルくらい引き上げることで議会は承認しています。これによって、とりあえず７月くらいまでは、お金の支払いに支障ありません。しかし８月以降に問題が生じるので、７月までに何らかのかたちで債務上限の引き上げの合意にいたらねばなりません。そのために、共和党がオバマ大統領に対してどれほど譲歩を迫れるか、注視したいところです。

アメリカ政府にお金がないのは、民主主義や自由主義をつくるための、イラクやアフガニスタンにおける軍の駐留のための軍事費が大きかったためです。オバマ大統領は、これらを撤退させる方向で動きました。その結果、イラクからは大体撤退が終了し、アフガニスタンからは今年に１／３、来年に全撤退することとなっています。また医療費も、アメリカ政府の赤字に多く影響しました。何千万人もの国民を新たに医療保険に入れるために多額の金銭を用いたため、自分たちの税金を使われた自由主義の勝ち組であるお金持ちは怒っています。また、景気回復のためにも、多くのお金を必要としました。金融危機以降に失業者が山のように出て、３人に１人くらいは１年間職にありつけない失業者となり、平均失業期間は４０週間に達しました。オバマ大統領は、２期目を勝ち取るために、景気対策として４千億ドル（４０兆円）のお金を使いました。

日本でも地方自治体よりも国の財政が大変ですが、これはアメリカでも同じです。アメリカの州政府や地方政府の状況はたいしたことありませんが、連邦政府の状況は悲惨なものとなっています。日本では近年毎年４０兆円程度の赤字となっており、足りない分は赤字国債を発行してしのいでいるので、有利子負債も増えています。

今日のまとめです。
アメリカの連邦政府では、４年連続して１兆ドルを超える赤字を出しています。債務上限の無効化期限が５月に来ましたので、これから２、３ヶ月かけて、新しい上限設定を行います。民主党と共和党の戦いの結果、どのようになるのでしょうか。









イギリスの歴史（７）：ノルマン王朝


イギリスの歴史シリーズ7回目の今回は、ノルマン朝についてお話します。

前回のシリーズでお話した「ノルマン大征服」の直後、ノルマン朝という王朝ができました。基本的に王様の血筋は、そこから現代に至るまでずっと続いているのです。その前の時代は、ノルマン人以前の侵略民族が次々にやってきた時代です。ケルトから数えるとローマの時代、アングロサクソンの時代、そしてバイキングが入ってきた時代、そういった時代がノルマン大征服の前の時代ということになります。

1066年のノルマン大征服以降にできた「ノルマン朝」は、イギリスの歴史上、最初の王朝といってもいいでしょう。すなわち、現在まで続く一連の王様一族の中で、最初の王朝であると言えます。この後、名前は色々と変わっていきますが、それはある方の血筋が絶え、家系図を辿り、枝分かれの方にいくという形で名前が変わるだけで、実際は初代「ウィリアム１世」という王様の血がずっと繋がっていることになるわけです。
最初の王朝である「ノルマン朝」は、ノルマン人により開かれました。つまり、北欧やデンマーク近辺からやってきた、バイキングの一派と言えるノルマン人たちがフランスで王様に仕える貴族となり、その後、イギリスに攻め上がり、イギリス人を打ち負かせて開いた王朝こそ「ノルマン朝」であると言えます。ノルマン朝以前の時代、イギリスでは、元々その地にいたアングロサクソン人と、攻め込んできたバイキングが、跡目争いをしていました。その最中、フランスのノルマン地方からやってきた、「ウィリアム１世」をはじめとするノルマン人たちが、最後に王座を射止めたという形になるわけです。今日は、ノルマン朝はどういう風にして、支配の構造を作っていったかというお話になります。

一番大きいのは「封建制」というものの存在です。色々なところで耳にする言葉で、所謂社会の中に「階層構造」をつくるわけなのです。もちろん、王様が頂点になり一番下が土で汗して働く方々なのです。その間にも上下関係が存在します。王の下に貴族、貴族の下に貴族に使えるナイト、日本語で言う騎士と言った具合に、大まかに４つ程度の身分に分けて、それぞれ上下関係を作っています。そして、「上は下にこういうことをし、その代わりに下は上にこういうことをしろ。」という約束事が出来、それをキチンと守らないと首が飛ぶ、というような支配の仕方をするわけです。逆に言うと「これをしてやるから、その代わりにこれをしろ。」という契約社会でもあるわけです。元々考えてみると、ノルマンディ地方からイギリスに攻め上ってきた人たちというのは元々同じノルマン人で、同じようにフランスの国王に仕えていた身分なわけです。そのノルマン人たちの中でたまたま勢いがあった者が王に付いたというような格好なので、イギリスで王朝を作り、上下関係が存在したといっても、「この王様は、元々自分たちの仲間だったようなものだよな。」ということになります。なので、当然日本の戦国大名のような、強い上下関係というものとは少し違うのです。ノルマン朝における上下関係は最初から、「これをしてやるから、代わりにこれしろよな。」という契約関係で始まっているようなものだと言えると思います。このことから、この後のイギリスの歴史で「王様の言葉に絶対服従、家臣は全く文句を言わない」という形でなく、色々な反乱が起きました。或いは議会というものもイギリスが初めて作ったとも言えます。そもそも議会は、王様が色々横暴を振るうため、皆で話し合いをして「さすがにこれは駄目なのでは。」と王様に突きつけようという動きが「議会」という形で結実しているわけなのです。そのような動きを見せたということも、日本の戦国大名が存在した時代とは、全く違うことなのです。このような形を始めてしまったものこそ、「封建制」と言えるかと思います。これは荘園を作り農業生産をし、貴族は他の人に働かせて食べていくというような形になるわけです。そして王様が、例えば戦争を起こすと貴族はその戦争に参加しなくてはいけない。というような形になるわけです。その「封建制」を敷く上で身分制度、契約環境をきちんと整えるのは勿論大切なことですが、日本でもやったように、その土地の台帳を作ること等がとても大切なのです。それまでの時代では大雑把にやっていたかもしれないことを、台帳を作りきちんと把握し、税収もきちんと取る、そのような近代的な行政の在り方というものが始まったということなのです。前の時代にいた、アングロサクソン人達は、残念ながら殆ど壊滅状態で、ノルマン人という当時フランス語を話していた人たちがイギリスの近代王朝を作ったのです。ところがこの時代というのは、中々うまくいかず、ノルマン朝の王様は後のイギリスの君主になるわけですが、フランスに行くと、フランス王に仕える身分でもあるわけです。王様が自分の子供たちに領土を残すのに、フランスとイギリスに分けて領土を分けてしまい、その後大変なことになりかかったのです。それにより、またノルマン朝が崩壊しているのですが、その辺りのことを次回お話します。

本日の話をまとめます。イギリスの近代王朝、その始まりが「ノルマン朝」だということ。そして「封建制」を作り、その支配をがっちりと固めようとしたということ。そして、残念ながら身内の争いでノルマン朝も内紛を起こして終ってしまうという運命になったということをまとめとして掲げておきたいと思います。









災害物流「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」①


先日岩手県の大船渡市に行って来ました。コミュニティ再生のお手伝いだったのですが、東日本大震災から２年以上経過して、沿岸部はほとんど震災や津波の直後と変わらない状態で本当に胸が痛みました。大震災の一ヶ月後にも同じ場所にいたのですが、ビルや住宅の土台しか残っていない状態は、今も変わりません。もう10数年前になりますが、阪神淡路大震災から2年後というと、多くの街が再生し、駐車場などの空いた空間は目立っていたものの観光客や以前の神戸を知らない人であれば、そこで大変な災害が起きたことを気付かない人さえいたと思います。震災から同じ二年でも、それだけ神戸では急速に復興し、東北では未だに震災から脱するには時間がかかっているということかと思います。
　「ヒューマニタリアン・ロジスティクス(Humanitarian Logistics)」という言葉をご存知でしょうか。人道的な物流システムとでも訳すことができるのかと思いますが、自然災害や緊急時に、被災地や被災者に向けた緊急支援物資の供給システムの構築のことを意味します。世界では常にどこかで自然災害や戦争や紛争が起きているので、これらの被災者や難民に対して、人道的な支援を効率的かつ効果的に実施することは非常に重要なことです。そこには人の命がかかっているので、少しの遅れもなく、食料や飲料水や毛布や衣料品といった必要な物資を、必要な場所に、必要な数だけ配送することが求められています。以前にデンマークのコペンハーゲン港で、埠頭に国連機関の緊急支援物資の倉庫がいくつも並んでいるのを見たことがありますが、常に緊急時に備えた物資を集積しておくこともそうですが、日頃からそのような考え方を持って、システムを構築しておくことがとても重要です。実際にアメリカのマサチューセッツ工科大学やジョージア工科大学では、ヒューマニタリアン・ロジスティクスを教えるコースがありますが、日本はこの分野で非常に遅れていると言えます。
　日本は言うまでもなく、常に自然災害の影響を受けています。毎年の台風や水害もそうですが、地震や竜巻や火山の噴火でも犠牲者の出ないと年はないといえるほど、様々な自然の脅威にさらされていると言えます。特に九州はそうかもしれません。それにも関わらず、残念ながら日本はそれらの自然災害から多くを学習しているとは言えません。特にそう感じるのは、さきほどお話した「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」という分野です。災害が発生すると被災者を救出し、安全な場所に避難させ、必要な医療から食料や毛布などが供給し、その後被災者が日常生活を取り戻すまでの間を避難所や仮設住宅で過ごすというプロセスは、どの災害でも同じだと思うのですが、それらの国内の様々な地域で繰り返されるプロセスが、蓄積されているとは言えません。
　アメリカにはいろいろと批判も多いものの緊急事態管理庁（FEMA）という連邦政府の組織があって、かつて州や自治体に分散していた様々な機能を包括的に管理しています。それに対して、日本では一昨年復興庁が創設されましたが、この設立目的も東日本大震災からの復興であって、内閣府の防災機能も専門性は限定的であることから、今後予想される様々な災害に十分に対処できるのかはわかりません。
　2011年の東日本大震災の約1ヶ月後から約一ヶ月を岩手から宮城、福島県といった東北の被災地で過ごしました。政府の現地災害対策本部からの依頼で、被災地の緊急支援物資の供給の問題点の改善とシステムの再構築に行っていました。その時に、被災者のみなさんは、3月11日の震災から一ヶ月が経過しても、まだ毎日おにぎりとパン2個とペットボトルの配給しか受けられていなかったということに衝撃を受けました。暖かい食事の配給は皆無であり、野菜は１ヶ月で３回だけという有様でした。いまはそれこそコンビニで何でも手に入る時代ですが、これだけで１ヶ月を凌がなければならなったのです。それが、なぜ日本は多くの自然災害の経験から学ばないのかということであり、手遅れにならない内に改善をしなくてはならないということです。
　今日のまとめは、普段から自然災害や緊急時を想定して、被災地や被災者に向けた緊急支援物資の供給システムを構築する「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」の重要性について指摘をさせていただきました。
　明日は九州ではどのような備えが必要かということについて、お話したいと思います。








災害物流「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」②


　日本は台風や水害もそうですが、毎年地震や竜巻や火山の噴火など様々な自然災害を受けながら、なぜそれらの経験から学ばないのか、普段から「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」という考えかたの重要性を認識するべきではないかとお話をしました。
　「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」というのは、自然災害や緊急時を想定して、被災地や被災者に向けた緊急支援物資の供給システムを構築するということで、特に、台風、水害、地震などの多い九州では、このような考え方が必要ということをお話いたします。
　九州はまさに様々な自然災害が毎年繰り返されていますが、さらにかつてない規模の震災が想定されています。南海トラフ巨大地震です。内閣府と中央防災会議が昨年公表した東海から九州沖を震源域とする南海トラフ巨大地震の被害は、「最悪のケースでは全国で死者32万3,000人、倒壊・焼失建物約239万棟、1,015平方キロメートルが浸水」というシミュレーションが出されています。その中でも、特に宮崎県と大分県の広い地域と鹿児島県の一部では、津波を中心とする甚大な被害を受けると想定されています。
　そのようなことから、今年の3月まで国土交通省九州運輸局の依頼で、「南海トラフ巨大地震等に対応した支援物資物流システムの構築に関する調査」に携わりましたが、非常に心配になることがいくつかありました。1995年の阪神淡路大震災、2005年の西方沖地震、2011年の東日本大震災などの震災を経験しながら、九州の各県で防災に関する備えを完成させている県は、まだひとつとしてありません。特に大分県、宮崎県といった東九州は、現在でも交通のアクセスが必ずしも良いとはいえないことから、その沿岸部が津波の被害に襲われてライフラインが途絶したならば、その救出・救援活動は、大変に困難を極めることが予想されます。
　ヒューマニタリアン・ロジスティクスでは、一般の物流システムと同様に、救援物資や医療品などの「輸送」、「保管」、「在庫管理」、「荷役」、「流通加工」、「包装」などの基本システムの構築がまず必要になります。まずどのように物資を集めて現地に輸送するのか、次に集めた救援物資をどこに保管し、適切に管理しながら必要に応じて出荷するのか、誰がその物資を積み降したり保管するのか、必要とする被災者のニーズに応じて、救援物資を詰めあわせて梱包することも必要になります。非常時には、自治体の職員だけではなくボランティアの助けは必要になるでしょうし、専門性のある物流企業の応援は不可欠になることを思うと、いかに普段からの準備が必要になるかということだと思います。
　実は同時に大変に重要なことは、被災地のニーズを適切に把握してデータベース化して、被災地から発信することです。最近被災地でのインターネットやソーシャルメディアの活用が指摘されていますが、それを組織的に行わないと、どこで何が必要とされているかがわからず、結局救援物資が届かないということになります。それが、東北で起きたこととして昨日お話した震災から1ヶ月たっても、被災地では毎日おにぎりとパンしか配給されていなかったという事実です。
　先ほどご紹介した調査報告書では、宮崎市と延岡市を対象としたシミュレーションを掲載していますが、震災の直後に宮崎市では約10万人の被災者、延岡市では6万人の被災者が、避難所や自宅に避難することになります。宮崎市の人口の4分の１，延岡市の約半分がその対象となり、両市を合わせて、最初の三日間で130万食の食事と640キロリットルの水が必要になり、その物資だけでなく輸送手段としてのトラックを確保することだけでも、大変な困難と考えられます。
　今日は南海トラフ巨大地震を例にとって、「ヒューマニタリアン・ロジスティクス」の重要性についてお話をしましたが、今後どこに起きるかもわからない自然災害に向けて、特に九州各県が日頃から準備をしておく必要性があることをお分かりいただけたかと思います。最後にポイントを改めて申し上げると、各自治体の日頃からの準備と企業、NPOを含めた連携のが、災害時に有効であり不可欠であるということです。








京セラの稲盛会計学③


(1)　京セラ会計学
前回は、京セラの稲森会計学という経営活動に非常に有用な会計についてお話をしました。これは、下記の図のように、経営理念を、会計を通して経営に反映させるというもので、最も前提となるのが、全従業員の物心両面の幸福を追求するという経営理念です。
　稲盛会計学の体系
①経営理念　→　②会計思想　→　③会計原則　→　④経営
この経営理念を前提として、会計思想としては、人間の心には弱い面も強い面もあるのですが、特に心の弱い側面を前提として、不正を起こさせないように、従業員の行為や処理等の正しさを追求します。これを現実的に規定しているのが、すぐ後で見る一対一対応の原則等の会計原則で、それは、きっちり間違いなく、会計処理等を行い、経営の真実の姿をありのまま決算書等に反映させるというものです。これを行うことで、経営理念を経営に反映させることが出来るという体系となっています。

(2)　七つの会計原則
稲森氏は、経営のために次の七つの会計原則を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　採算向上の原則
７　ガラス張り経営の原則

(3)　キャッシュベース経営
第1の会計原則は、「キャッシュベース経営の原則」です。普通の会社経営は、会社の目的が社会に有用な商品・サービスを提供する対価として利益を追求することですので、利益を上げることを目的としています。これは、利益をベースにした経営をしているといえます。利益をみるためには、財務諸表を作ればいいのですが、時間的に遅くなり、経営判断には、必ずしも有用であるは限りません。それに対して、稲森氏がいうキャッシュベース経営とは、金庫を開ければすぐにわかるような、キャッシュの動きに焦点を当てて経営活動を行うというものです。公認会計士や税理士は、よく決算書を経営者にみせ、利益が出ている旨を伝えます。例えば、100億の利益が出ていると経営者に伝えると、経営者は手元に100億の現金があるのかと思いながら話を聞いてきます。ところが実際には、現金が手元にはないことが多いのです。一体どうなっているのかというと、車や建物等を購入した場合、それらは資産であって費用とはされないので、損益計算書上では、利益が計上されているのですが、貸借対照表において（キャッシュが資産に姿を変えた）資産がたくさんある状況となっています。つまり、これらの資産はお金を払って購入されたものですので、現金が資産に変化している状況を示しており、その結果、利益は計上され、資産はあれども、キャッシュは手元にないという状態となっているのです。

他方、キャッシュベース経営では、現金（キャッシュ）の収支計算を経営判断の一番の基礎におきます。今日の会計は発生主義会計といわれる複雑で、利益とキャッシュとが一致していない会計となっていますが、以前の最も原初的な会計は現金主義会計ということで、現金の収入支出、すなわち現金の出入りの差額で利益計算をしていました。稲森氏はこれに近い形で、キャッシュに着目し、それをベースにして正しい経営判断を行うこと、言い換えると、経営そのものを、経営者の感覚に近い、実際のキャッシュの動きと利益とが直結するようなものに近づけるべきであると考えているのです。

(4)　キャッシュベース経営の具体例
すなわち、より具体的に説明すれば、キャッシュベース経営では、できるだけ不要な（キャッシュ以外の）資産をもたないこと、また不要な負債を持たないこと（つまり不要な借金をしないこと）を目指します。例えば、前者の例としては、無理な設備投資はせず、中古の機械等を有効活用したり、不良在庫等をいつまでの資産として計上しておくのではなく、実体に合わせて損失で処理をすること等があります。また、後者の例としては、例えば、無借金経営があります。無借金であれば、銀行などの借入先からの圧力がかからないため、経営者が思い通りに経営を行うことができますし、また、借金返済のための金策のために経営者が飛び回る必要もなくなります。

また、キャッシュベース経営では、例えば、キャッシュの在高に応じた設備投資やキャッシュの回収可能性を考慮して借入を行うこと等も行われます。このような設備投資や借入金の返済を考えた場合、そのために使える資金（キャッシュ）は利益と減価償却があります。例えば、車を購入すると、これは資産計上ですので、購入するときには支出があります。しかし減価償却によって価値が減少すると、費用化して行きます。費用化した段階では、費用は計上されますが、キャッシュの支出はありません。こうしたものがキャッシュとして手元に残るので、このキャッシュをベースとして投資などを行っていきます。

このように、キャッシュベース経営では、会計上の利益と手元のキャッシュとの間に介在するもの（すなわちキャッシュ以外の資産負債）をできるだけ無くした経営を行うことを目指しています。

(5)　キャッシュベース経営と自己資本比率
また、できるだけ借金や無理な投資をしないで経営をしていくためには、利益を計上することによって内部留保を高めて、これにより自己資本比率を高めていくことが重要だといいます。こうした経営こそが、稲森氏がいうところのキャッシュベース経営なのです。

(6)　まとめ
今日は、稲森氏の七つの会計原則のうちの一つである、「キャッシュベース経営の原則」についてお話しました。黒字倒産等を未然に防止し、健全な経営をおこなうためには、キャッシュをベースに経営を行うことが一番合理的です。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫








京セラの稲盛会計学④


(1)　はじめに
前回は、京セラの稲森会計学、七つの会計原則のうち特に「キャッシュベース経営の原則」についてお話ししました。今回は、その続きで、「一対一対応の原則」についてお話します。

(2)　七つの会計原則
稲森氏は、経営のために次の七つの会計原則を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　採算向上の原則
７　ガラス張り経営の原則

(3)　一対一対応の原則
第2の会計原則は、「一対一対応の原則」です。企業経営を行う上では、必ず取引が起こります。取引が起こると物と金が動きますが、これらは決算書にまとめられないといけません。そのためにまず、伝票入力等により記帳を行います。物や金の動きを現象として捉え、それを正確に伝票に記入することで、人間の認識と合わせていきます。言い換えれば、現象(取引)と認識（記帳）とを、一対一で必ず対応させます。これは、会計処理方法として非常に重要なことです。物と金の動きを、伝票を通して複式簿記によって処理し、決算書を作成し、それを外部に公表したり内部の管理会計で使用したりします。すなわち、このことによって、決算書類の信頼性あるいは会社の信頼性を担保にしているのです。一見当然のことのようにみえますが、実際には当然のようには行われていないのが現実の世の中です。

(4)　一対一対応の原則と企業不祥事
物や金の動きは、人間の行動でもありますので、伝票と一対一で必ず対応させねばなりません。これは、経営者の指揮命令系統の下で、従業員が働いていることを示します。このように従業員が行った取引により生じた物や金の動きと伝票とを一対一で必ず対応させていないと、伝票操作や簿外処理となり、企業不祥事となり、大きな問題となる可能性があります。常に両者を完璧に対応させていれば、そういうことは絶対に起こりえないのです。

例えば、業績が悪い企業は、売上を上げたいために、期末に押し込み売上等を行うことがあります。要は伝票だけを切って、売上の実態があったように見せてしまうのです。もちろんこれは不正なことなので、買い手側と結託していないとうまくいきませんし、このようなことはあってはいけないことです。もしこういうことが可能であれば、モラルが低下することになります。そしてやがて決算数値を少し変えることも厭わなくなるでしょう。そうなると、どんどん不正が発生することになります。ガバナンスや内部統制の観点からは、このようなことが起こっては困るために、一対一対応の原則が要求されます。こうした不正は、会社に対する信頼性を損なうことにつながります。

(5)　一対一対応の原則と経営
また、決算書が会社の真実の姿を表していないと、外部の人にとって迷惑なうえに、経営者自身も本当に正しい経営状況の把握ができなくなります。内外両方へ真実の姿を映してみせるためには、一対一対応が必須となります。これができれば、稲森氏がガラス張り経営と言っていますが、経営者だけでなく従業員も会社の真実な状況をみることができます。こうなると、経営者も従業員も会社の状況を理解するので、同じベクトルを向くことができるようになります。こうした認識のための初歩の初歩のベースが、一対一対応の原則なのです。

もちろん知識としては、皆、一対一対応の原則が正しいことは知っています。しかしなかなか実行できず、不正が起こることもあります。だからこそ稲森氏の会計学では、それを絶対にやらなくてはならない、堅く守らないといけない原理原則としているのです。

(6)　まとめ
今日は、稲森会計学の七つの会計原則の中の第２の会計原則である「一対一対応の原則」についてお話しました。ガバナンスや内部統制のためにも、また決算書を正しく公表し、会社の信用を獲得するためにも、これは非常に重要なものです。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫








英国における異文化（８）


今日はイギリスにおける異文化、その中でも「人々の気質」といった目に見えないものについてお話しようと思います。

まず、イギリスについて、みなさんどういうものを想像するでしょうか。アメリカの文化等であれば、テレビ等で目にする機会が多いため、そのイメージがあると思います。しかし、イギリスの場合、「これがイギリス」というはっきりとしたイメージを持たない人が多いのではないかという気がします。

イギリスと日本、両方の文化を見た目から判断すると、イギリスの方々の心持、心情というのは、日本人のそれとかなり似ていると私は思っています。例えばシェークスピアの劇等を見ていると、ものすごい勢いで血なまぐさい話が出てくるため、「イギリス人＝過激な民族」という誤解もあると思うのです。或いは、アイルランドとの問題等があり、泥臭い感じがするという人もいると思うのです。もちろん、そういう面も客観的にはあると思いますが、市民レベルで実際に挨拶を交わしたり、会話をしてみたりすると、本当に日本人に近いという感じをする人が多いです。私は、オーストラリアやアメリカの方など、他の地域の方とも色々な交流をしてきましたが、この方々は「硬い事を言わずにフランクにいこうや。」という感じの人たちが多いです。例えば、初めて会ってもすぐに敬語を使うことを辞めてしまったり、何か家の中でモノを取ってくる際に、ポーンと私に投げてきたりするのです。そのようなことが、返ってフランクでいいと彼らは思っているわけです。その点イギリス人は随分違っていて、所謂王族、貴族の「社交の文化」というものが長く根付いていた地域ということもあり、人と人とのコミュニケーションの取り方や、話の持っていき方等が非常に丁寧で、柔らかい印象を受けます。
また、とにかく挨拶をよくします。信じられないかもしれませんが、私が旅行中、一人で村外れを歩いていて民家に差し掛かった時、庭で仕事をしているおばあちゃんが、こっち見て" Hello gentlemen how are you?"とか " Good morning."とか言ってくれるのです。もちろん、そのような人たちばかりではないのですが。日本でも、このように挨拶したら気持ち良いだろう思うわけです。そんなことから、イギリスはすごく居心地がいいなと感じます。また、挨拶するだけではなく、イギリス人はよく謝ります。街中ですれ違いざまにちょっと肩がぶつかりそうになった際や、或いは自動ドアのところで２人で同時に入ろうとした際、「ごめんなさい」とよく言います。"Sorry"とか"excuse me"、或いは"p ardon"と言うわけですが、何でこんなに言うのだろうと思うくらい、 ポンポン出てきます。よく、欧米人は中々謝らないと言うことがあります。正式な場面等ではそうなのかもしれませんが、日常生活レベルではイギリス人は兎に角よく謝ります。このような点も日本人と近いという気がします。レディファーストの文化もあるので、兎に角、女性優先でよく譲ります。最近では、男女関係なく、例えば前述の自動ドアの場面や、タクシーを順番に待っている場面で、兎に角「どうぞどうぞ。」という譲り合いのオンパレードです。

そして、私たち日本人と比べて「羨ましいな」と思う点は、「あくせくしないこと」ですね。時間の経ち方が、イギリスと日本とでは随分違う気がします。例えば、公園に言った際、みんながどのように過ごしているかというと、芝生の上に寝転がって喋っていたり、サッカーボールを蹴ったりというような形でまったり過ごす人が多いわけです。しかも、長時間いつまでも座っている人が多いです。観光地でもそういう光景をよく目にします。自分の住んでいる地域から離れていった観光地で時間を過ごす際、日本人であれば、恐らくツアーに乗るなどして、あちこちなるべく沢山の場所に行った方が、コストパフォーマンスが良いと思い、とにかく動き回ると思います。ところがイギリス人は、旅先でも地元にいるのと同じようにゆっくりしようとします。このようにあくせくしない点、これが羨ましいと思っています。
そして「足るを知る文化」と私は言いたいのですが、あまり欲張らないということも言えます。先ほどの「あくせくしない」というのは、あまり欲張らないということに繋がっていて、「これがあるからそこに手を伸ばさなくてはいけない」という焦りのようなものをあまり感じません。それぞれの人たちが非常にマイペース。「俺は俺、これで楽しいのだから文句あるか。」というところがあります。所謂「個人主義」というもので、「自分がこうだと思っているものを楽しんでいるのだから、ゆっくり楽しめばいい。周りの人がどう思っているか、どう言っているかあまり気にしない。」こういった点が日本では逆ですね。何か使命持ち、同じ使命を持っている人同士で競い合いをして、「あの人があれだけやるなら、自分もこれだけやる。」と言って、皆血道を上げてしまうところがあると思います。しかし本当は、自分が楽しいと思うことが一番大切なのです。多分イギリスの方々は、そのことをよく知っていらっしゃると思います。それもあり、表現は難しいですが、あまり「どぎついもの」を求めようという感じはありません。例えば、それが「部屋の明かり」にも言えて、夜は明かりが暗いのが当然だと言って、白熱電灯で暗く過ごすのが好きな人も多かったりするわけです。そのような人たちですから、見えるものに目を移すと、家の作り方やイギリスで言えばガーデニングのやり方など、今の「足るを知る」 や「あくせくしない」、よく挨拶するといった、イギリス人の気質が表れている部分が多いと思います。その辺りの話を次回しようと思います。

では今日のまとめです。イギリス人の気質は非常に柔らかく日本人に似ていると思われるということを覚えておいてください。イギリスに旅行に行くという方も沢山いらっしゃるでしょうから、どこかでそういうことを経験することがあると思います。イギリス人は挨拶をよくしますので、こちらも挨拶をしましょう。









知的財産権 (1)「制度の概要」


先日、この放送のホームページをみていた折に、これまで「知的財産」に関するトピックがほとんど取り上げられてなかったことに気付きました。知的財産権の取得や権利行使は、私の専門分野であるイノベーション・マネジメントの中でも重要な課題として位置付けられるものですから、これから何回かに亘って、知的財産権について解説してみたいと思います。
　「知的財産権」(intellectual property rights)とは、人間の知的創造活動の成果について、その創作者に付与される権利です。
　ただ一口に「知的創造活動」といっても様々な活動がありますから、その権利を保護する制度も多岐に亘っています。
　特許庁の分類では、知的財産権の種類を、まず大きく「知的創造物についての権利」と「営業標識についての権利」に分けています。

　「知的創造物についての権利」は、創作意欲の促進を目的としており、以下の権利が含まれています。
・ 発明を保護する特許権
・ 物の形などに関するアイデアを保護する実用新案権
・ デザインを保護する意匠権
・ 文学、学術、芸術などの創作物を保護する著作権
・ 半導体集積回路の回路配置の利用を保護する権利
・ 植物の新品種を保護する育成者権（種苗法による保護）
・ ノウハウや顧客情報などの営業秘密に関する権利（不正競争防止法による保護）

　一方、「営業標識についての権利」は、信用の維持を目的にしており、以下の権利が含まれるとされています。
・ 商品やサービスに使用するマークを保護する商標権
・ 商号（商業上の名称）に関する権利
　この他、商品の表示や形態に関する権利は、例えば紛らわしい表示や形態を用いる行為を不正競争防止法が規制することによって保護されています。

　以上のうち、特許権、実用新案権、意匠権、商標権の４つをあわせて「産業財産権」と言っています。
　かつて「知的財産権」は「知的所有権」、「産業財産権」は「工業所有権」と呼ばれていました。しかし、所有権とは本来、物の所有に関する権利を意味していますが、知的創作活動の成果は物ではなく、財産的価値を持つ情報ないし知識であるため、「知的財産権」、「産業財産権」という表現が選ばれるようになりました。

　物の所有権ではなく、情報ないし知識に関する権利であるという知的財産権の特質は、経営戦略を考える上で重要な意味を持ちます。これから扱うトピックの中では、知的財産権を戦略的に活かしていくための考え方などに触れていきますが、その前にもう少し制度の内容をみておきたいと思います。

次回は、知的財産権のうち特許権を取り上げます。

今回のまとめ：　知的財産権とは、人間の知的創造活動の成果である情報ないし知識に関する権利を言います。









知的財産権 (2)「特許制度(その１)」


前回から知的財産権に関するお話をしていますが、今回から次回にかけて特許制度についてみておきたいと思います。

　特許制度とは、発明に関する権利を保護する制度です。この権利保護には、二つの目的があります。ひとつは、発明者に一定期間、排他的権利を付与することによって発明を刺激することです。もうひとつは、発明の公開を促し、技術を普及させることです。これを日本の特許法は、その第1条において「この法律は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明を奨励し、もって産業の発達に寄与することを目的とする」と、表現しています。
　発明の権利が公的に認定されるためには、その内容が完全に公開されなければなりません。私的権利の発生と、保護の対象が公開されるということは表裏の関係にあるわけです。英語では特許をpatentと言いますが、patencyという語には「明白さ」とか「開放性」という意味があります。

　では、「発明」とは何でしょうか。これについて特許法第2条は、「この法律で『発明』とは、自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度のものをいう」と定義しています。
　この条文の中には、特許に関するいくつかの重要な要件が含意されています。
　まず、発明とは自然法則を利用したものであるということです。言い換えれば、自然法則と無関係な創作物は、特許権の保護対象にはならないわけです。
　つぎに、技術的思想の創作であるという定義が与えられています。ここで技術的思想であるということは、反復可能性や実施可能性があることとして解釈されています。また、創作であるということは、人間が考え出したものを意味しており、発見との区別を明示しています。

　具体的な特許要件は、29条に規定されています。
　まず、「産業上の利用可能性」があることです。つまり、実施することが不可能な単なるアイデアは、特許されません。
　また、「新規性」があること、つまり公然と知られていたり、公然と実施されているものではないこと（公知、公用でないこと）が求められます。
　容易に考え出すことができないような「進歩性」があることも、特許要件です。
　最後に「先願に記載されていないこと」という規定があります。これは、先に特許出願された発明の願書に記載されたものではないこと、という意味です。

　特許要件については、以上の他、特許法32条に不特許事由が定められていることを付け加えておきます。公序良俗に反する発明、例えば偽札作りの技術などは特許されないわけです。

　ところで「先願に記載されていないこと」という特許要件は、日本の特許制度が、先に出願された発明に優先的に権利を付与する「先願主義」の立場をとっていることに関連しています。これに対して、出願のタイミングに関わらず、先に発明を行った出願人に優先的に権利を付与する制度を、「先発明主義」といいます。
次回は、こうした特許出願の手続きについて概観したいと思います。


今回のまとめ：　発明を保護するための特許権の取得は、その内容を公開することと不可分の関係にあります。

　








産学連携におけるマーケティング（その１）


・大学では、それこそ『日々、山のように』研究成果が生み出される。そのうち企業が興味を示しそうな発明を特許化し、それをライセンスするのだが、そのライセンスに興味を持ちそうな企業に対して、どのようなマーケティングを行えばよいのだろうか？

・そもそも大学で生まれる基礎的な科学技術の成果は、どのように世の中で役に立つのか、イメージすら明確になっていないことが多い。

・そこで、どの企業がその技術に興味を示しそうかリストアップするために、大きく３つの情報を手がかりに調査をする。一つ目は、既に発明者が持っている情報。発明者（大学の研究者）が論文や学会での発表時に接触してきた企業関係者や、研究者が日頃から付き合いのある企業は、技術の潜在的ユーザー企業となる可能性がある。

・また、研究者によっては、研究成果をマスコミを通じて発表する場合も少なくない。その場合、メディアで取り上げられたことをきっかけで研究室に連絡してくる企業もいる。そのような企業も、潜在的ユーザー企業となる可能性がある。

・２つめは特許情報。特許は、出願して１年半で公開される。従って、過去にどんな企業がどのような特許出願をしていたかを、特許データベースで検索すると、思ってもみなかった企業が実は関連する研究開発を進めていて、潜在的なユーザー企業だということを発見できる場合がある。

・また、例えば太陽光発電のパネルの技術だと、「単結晶」「多結晶」「アモルファス」といった技術に分かれるが、大学の新たな発明が「アモルファス」に関係する技術だとすると、その技術は「アモルファス」の開発を行なっている企業に働きかけをするのが技術移転契約に結びつく可能性が高い。そういった企業の研究開発動向は、特許データベースを検索すると正確に判る場合がある。

・最後の３つ目は、一般的な企業情報。近年はインターネットと情報検索性の向上によって、ずいぶん詳細な情報まで簡単に無償で入手できたりする。例えば、有価証券報告書でその企業の今後の事業戦略や研究開発動向を知ることも手がかりになる。あるいは、専門雑誌やビジネス誌を検索して、マーケティング対象となりうるか参考になる情報を得ることもできる。

・そして、何よりも重要なのは、企業の開発担当責任者に直接コンタクトすることだ。企業の立場からすると、大学の担当者が突然電話してきて最初は面食らうこともあるかもしれない。しかし、大学で発明された最新の技術情報について、わざわざ大学側から連絡してくれるのに対し、企業側としては電話を切る理由はない（先物取引や不動産の営業とは違う）。しばらく話して自社に有用だと思えば直接面談しても良いし、自社に関係無さそうであれば電話を切れば良いだけのこと。

・大学側の担当者としても、企業にあれこれ案件紹介を繰り返していると、だんだん相手企業の関心領域が判ってきて、より適切な技術の紹介が出来るようになる。相手との信頼関係が得られたら、「ここだけの話だけど・・・」といって、ちょっと秘密の情報を教えてもらえたりもする。その知識と経験を蓄積させることで、マーケティング能力を高めていくのだ。









産学連携におけるマーケティング（その２）


・前回も話したが、そもそも、大学で生まれる基礎的な科学技術の成果は、どのように世の中で役に立つのか、イメージすら明確になっていないことが多い。

・今日は事例として、スタンフォード大学で1970年代に発明された遺伝子組み換え技術のマーケティング活動を紹介したい。

・1972年、スタンフォード大学とカリフォルニア大学サンフランシスコ校の研究者だったコーエンとボイヤーが、遺伝子組み換えの方法を考案して論文で発表した。

・当時、スタンフォード大学の技術移転オフィス創設者のニルス・ライマースが、そのことを報じる新聞記事を目にした。ライマースは、どのような商業化が可能かは不明だが、遺伝子組み換えが産業に大きなイノベーションをもたらすのではないかと直感的に思い、早速コーエン教授に会いに行って特許出願手続を行った。（ちなみに、知的財産について解説した際に、学会や論文で発表すると「新規性」が失われるので原則としては特許が取れなくなるが、アメリカは１年間の猶予期限があるので、この「遺伝子組み換え特許」はギリギリのところで特許出願を完了できた）

・さて、特許出願を終えたライマースは、どのようにこの技術をマーケティングし、ライセンスすべきかを考えた。ざっと用途を考えただけでも、医薬品、診断薬、実験用試薬、発酵などの化学プロセス・・・、広い範囲で基盤的に使われる技術なので、独占権を付与すべきか否かは慎重な判断が求められる。

・ライマースは、大手医薬品メーカーの担当者の意見なども聞いて、最終的に、非独占ライセンスとし、その条件を用途に合わせて４種類設定することとした。

・ただ、非独占の場合、広く企業にこの技術のことを知ってもらわなければならない。（この段階では、遺伝子組み換え技術が本当にどの程度社会に普及するかは不明だった）

・そこでライマースが取った方法とは、ネイチャーやサイエンスといった有名な科学雑誌に、広告を出すということだった。「スタンフォード大学は遺伝子組み換えの技術を次の条件でライセンスします。契約期限は1981年12月末、期限までに1万ドルの契約金の小切手を送付のこと。」といった内容。

・有名な科学雑誌は、企業の研究者も日常的に目を通しているので、彼らを「実用化を担うユーザー層」と想定したのだ。また、大学の研究者がこの技術の存在を知れば、自分でも研究を行うために試薬メーカーから試薬を買いたいと思うようになる、つまり、研究者コミュニティで遺伝子組み換え技術の需要を喚起することにもつながる。

・結果的に、81年の8月に広告を出し、その年の年末の〆切までに、75社がライセンスを申し込んだ。それだけで、75万ドル（7千5百万円）の収入を得たことになる。最終的に、この遺伝子組み換え技術は、450社以上にライセンスされ、2.5億ドル（250億円）ものライセンス収入を大学にもたらした。

・この事例は、大学の技術移転では伝説的な事例となっている。それは偶然ではなく、ニルス・ライマースというマーケッターによる周到な戦略と行動で実現したのだ。









就職活動のタイミング


就職活動解禁の時期を遅らせようという動きがあります。私が学生のときは、好景気だったせいもあるのでしょうが、大学4年生の4月になってから企業情報を集めれば十分に就職活動をすることができました。その後、就職活動の前倒しが進み、3年生の後期になると企業説明会などで学生がリクルート姿で講義もそっちのけでキャンパスを右往左往する姿が見られるようになったのがここ数年の状況です。おかげで、学生が大学生として勉強あるいは遊びに勤しむことができるのは3年生の前期までという状況になり、本来の大学入学目的であった専門教育に十分な時間を割くことができなくなっていました。そこで、現在の安倍政権では経団
連、経済同友会、日本商工会議所のリーダーたちと会談し、就職活動の解禁時期を大学三年生の3月からにするよう各企業に働きかけていくことになりました。
ただ、これはあくまで働きかけにとどまるもので、インターネットを利用したコンテンツ産業を行う企業群が参加する経済団体である新経済連盟の代表理事である三木谷さんは会員企業の就活解禁時期を制約しないという意向を示しているそうです。
就職活動を早めることは大学生の勉強時間を奪うことになりますし、加えて、無事内定を得た学生は成績を改善する必要がなくなるため、それ以降、あまり真面目に勉強しなくなる可能性があります。そのため、就職活動を早くはじめることは、大卒学生を求める採用側の要望に反する新卒学生、つまり、大学卒業の資格は持ってはいるものの十分に専門的知識を学んではいない卒業生を企業に送り込むことにつながる可能性があります。現実には採用企業同士が優秀な学生を求めて競争するという側面もあるのですが、今回は、企業側は実は大学の専門知識を十分に備えた卒業生を求めているのではないかもしれないという点から少し考えてみようと思います。

長期雇用を前提としている日本企業は、中途採用が珍しくない欧米企業とは異なり、立派な内部教育のシステムを有しています。そのため、日本では、大学時代の専門と全く異なる職種にダイレクトに就職することは珍しいことではなく、現に大学時代に考古学を専攻し、卒業直前まで北海道で発掘調査をやっていた私の友人はとあるコンピュータ会社のＳＥとして採用されたりしています。企業内にそういったシステムを有する場合、大学の専門教育課程で何を学んだか、どういう成績であったかはあまり価値を持ちません。むしろ、入社後の厳しく長いトレーニングに真面目に取り組むことができるか否かが重要になるかもしれません。
そういった企業にとって、大卒学生を採用することは、「専門教育を受けた人材を採用する」というよりも「厳しく長い受験勉強を真面目に取り組んだ結果、難関の大学入試に合格した人材を採用する」という意味を持つ行為になります。社内の教育システムで真面目に学ぶことができるポテンシャルをもつ人材を採用することこそが至上命題というわけです。その場合、就職活動時期を早めることに何の問題もありません。加えて、大学生として講義とゼミとバイト、さらには楽しいキャンパスライフを両立させた時間管理能力もビジネスにおいて大きな意味を持つかもしれません。この場合も就職活動解禁を早めても何も失うものはないですし、競合企業の存在を考えれば、入学直後の新入生に就職内定を出す戦略が合理的となります。そういった企業が重視するのは大学で学んだ知識でなく、大学というプロセスを無事に通過したという経験ということになるわけです。
企業の採用基準がこのようなものであるということがわかれば、大学卒業後に良い会社に就職したいと考える側の行動パターンにも一定の影響が表れます。良い大学に入って、落第しないで卒業すれば良いのですから、受験勉強には全精力を傾け、難関校の合格を目指す一方で、大学入学後は最低限の勉強だけを行い、明るく楽しいキャンパスライフを謳歌するというのが最適戦略になります。たとえ大学に入ってからの勉強についていけず高い成績を収めなくても、卒業さえすれば大丈夫ですから、「高望み」は合理的な大学選択基準といえるかもしれません。とにかく、難関と言われている大学に入学し、あとは落第さえしなければ目標は達成できるのです。私の友人の例からも明らかな通り入社後の職種転換は問題ありませんから、「入学できる限りの難関」であることが重要で、学部・専攻などは重要ではないということになります。入学後も必要な講義、面白そうな講義ではなく、楽に単位がとれるいわゆる楽勝科目を選択することが合理的です。このように考えると、「日本の大学生は遊んでばかりで勉強しない」とか「大学生活は４年間の夏休み」という巷の評価は、もともとは企業の採用戦略に、さらには人材の内部育成をベースにする日本型の長期雇用慣行システムに由来するといっても良いかもしれません。

楽しい大学生活が送れるか否かは企業の人材育成システムの有無によっても左右されるのかもしれませんね








因果関係の話


今日は「因果関係のループの長さ」についてお話ししたいと思います。最初に断わっておきますが、このお話はシリコンバレーでコンサルタントをやっておられる海部美知さんという方が「ビッグデータの覇者たち」という本の中でご紹介されている話をベースとしています。

「ビッグデータの覇者たち」という本は、最近、ビジネス界で話題になっているビッグデータの活用についてわかりやすく解説したものです。ビッグデータというのは、フェイスブックやツイッターに投稿されている膨大な情報や、携帯電話やカーナビで集められている位置情報、気象観測システムで自動的に蓄積されている気象情報、さらには政府や地方自治体が提供しているイベント情報や市政情報など、それこそ日々発生しているありとあらゆる情報を組み合わせ、発達著しい情報通信技術を活用することで将来予測などに役立てようとするシステム全体を意味する、というのが海部さんの定義です。
上手く使えば非常に便利なものであることは疑いないところです。身近な例でいえば、スマートフォンやカーナビが私たちの嗜好やその場の雰囲気に合わせたレコメンデーションをしてくれれば、レストランを探す手間が大いに軽減されるでしょう。節電に対して大きな力を発揮することが期待されているスマートグリッドについても、ビッグデータの活用による発電の効率化が主要な目的です。しかしながら、そのメリットは、私たちの日常生活から生まれる様々な情報を自動的に吸い上げる仕組みが前提になりますから、「気持ちが悪い」「なんとなく不安だ」という懸念を生じるのは仕方がない面もあります。
では、そういった懸念を克服して、より便利な環境を実現するためにはどうすればよいでしょうか？ここで海部さんが提案しているのが「効果のループ」、言い換えれば「因果関係のループ」を短くするというやり方です。個人情報をシステムに差し出すのであれば、差し出すことに対する「気持ち悪さ」、つまり「デメリット」を上回る「メリット」を本人に直接、できるだけ早く返せるようにシステム設計をするべきだと提案されています。「社会全体のためになるのだから、少々気持ちが悪くても個人情報を出すべきだ」という言い方では大きなムーブメントにはならないというわけです。私もこの考えには賛同します。
このことは、経済学的にいった場合、人間を動かすためには適切なインセンティブを与える必要があることを意味します。映画を見る場合を考えてみましょう。入場料や２時間という時間を失うという「デメリット」を上回るだけの「メリット」、つまり映画の楽しみが期待できるから、我々は自分から進んで映画館に足を運ぶわけです。
人間に具体的な行動を促すうえで大切なことは、明確なデメリットには明確なメリットが対応する必要があるということです。ビッグデータの例にもどれば、個人情報を収集されるという具体的なデメリットを甘受してもらうためには、本人に有益な情報や、あるいはキャッシュバックが得られるといった具体的なメリットを提示する必要があります。その場合、理論的に言えば、追加的に新たな個人情報を一単位だけ提供することから生じるデメリットと、それにより新たにもたらされるメリットが等しくなるところまで個人情報の利用が進むことが期待できます。ただ、問題は、こうして実現される個人情報の利用量が、社会的に最適な利用量から見ると必ず少なくなるという点にあります。個人情報の利用が生み出すメリットのある部分は、本人に還元される因果関係のループが長いため、私たちの意思決定において往々にして軽視されてしまうためです。ビッグデータにより物流システムが効率化され、その結果、トラックの交通量が減少し、交通事故件数が少なくなるといったメリットは社会全体からみれば重大な価値があり、最終的には一人一人のメリットになるわけで
すが、個人情報の出し手からみると、あまりに因果関係のループが長いため、デメリットと対比すべきものとしては認識することが難しいというわけです。

デメリットと対比して認識できるメリットが存在しないということを少し理論的にいうと、そのための市場が成立していないということを意味します。代金を払ったのにサービスを受けることができない商店には誰もモノを買いにいかないので取引が発生しない、つまり交換の場としての市場が存在しないということです。経済学では、すべての取引は市場メカニズムを通じることにより最適化されると教えていますが、市場が成立していないため、市場メカニズムによる最適化が実施されず、社会的に必要なビッグデータ利用が実現できないというわけです。そのため、適切なビッグデータ利用を実現するためには、消費者一人一人や、あるいは個別企業の枠組みを超えた立場で判断する必要があることになります。個人を超える存在としての政府の意義はそういった点に求められるわけです。つまり、私たち一人一人や個別の企業よりもずっと広い視野で因果関係のループを理解し、メリットとデメリットを比較するという行為が理想の政府の果たすべき役割となります。








京セラの稲盛会計学⑤


京セラ会計学に関して、前回までに、経営のための会計原則には７つの会計原則があり、その１は「キャッシュベース経営の原則」、その２が「１対１対応の原則」というところまでお話しました。
稲森氏は、経営のために次の「七つの会計原則」を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　採算向上の原則
７　ガラス張り経営の原則
今日は３つ目の「筋肉質経営の原則」についてお話しします。

(1)　 筋肉質経営の原則の意義とその目的
この筋肉質経営の原則は経営を身体に譬えたもので、要するに贅肉をそぎ取った、効率性が高くしかもコンプライアンスが効いている経営スタイルのことです。その目的は、「企業を永遠に継続的に発展させていくということ」であり、日本的には馴染みのある考え方です。日本的な経営は長期思考で、長期的に維持・発展させていくこと自体に価値を見出しています。その為に必要な原則が、贅肉をつけずに筋肉質にするということです。

(2)　見栄を張らない（倹約を旨とすること）
抽象論ですが、贅肉というのは経営や決算書などをよく見せたいという見栄や虚栄心のことです。このような見栄のためにお金を使うのは無駄なので、そういうものを全部そぎ落とすということです。例えば、中古品で間に合うのであれば中古品を使い、倹約して見栄を張らないことです。これは、限りある資源を有効利用するという地球環境の観点からも有効です。あるＬＣＣを運営する会社では機体以外は多くのものが中古品です。飛行機は安全性の観点から新品ですが、間接費用の管理部門などは中古品を利用してコスト削減を図っています。それが、所謂贅肉をそぎ落とすということと、健全会計に徹するということの一例です。

(3)　セラミック石ころ論
次に、セラミック石ころ論を稲盛さんは唱えています。セラミックは、通常はセラミック部品として商品価値がありますが、それが売れ残って在庫として存在している場合には、実質的な価値はありません。このようなものは、早く無価値なものとして、資産ではなく、費用として処理しなければなりません。以前キャッシュベース経営についてお話しましたが、キャッシュ・フローの観点からの観点と同様に、貸借対照表上の（勿論、経営に必要な設備投資等は行いますし、必要な商品･製品等は必要なだけ揃えますが）(現金以外の)不要な資産や負債を出来るだけ持たないようにします。出来るだけ貸借対照表上の不要な資産負債をできるだけ圧縮して現金、資本と利益だけが残る経営にしていくため、価値の無い資産はゼロ評価しスリム化していきます。後で使えるかもしれないと棚卸資産等を残しておくと税金が掛かり、無駄な出費がかさみます。

(4)　固定費の抑制
また、筋肉質経営のためには、固定費の抑制が重要です。例えば、会計事務所や弁護士事務所を開業する場合、（収益の額に関わらず一定額発生する）固定費を無くすために、自宅で開業し、最初は従業員を雇わないことがよくあります。そうすると、費用が（収益の額と同様に変化する）変動費だけになり経営が楽になります。固定費をできるだけ減らし変動的に掛かる費用だけで経営すると利益が上がる財務体質になります。事業が拡大し、利益が十分に出るようになってから、部屋を借りたり従業員を雇ったりしますが、それ以降についても固定費は利益が有無にかかわらず発生するので、できるだけ固定費を圧縮することが必要です。そうすると、赤字になりにくい健全な財務体質になります。

(5)　本当の利益：利益の量と質
京セラでは、濡れ手に泡を夢見た株への投資など投機的な事はしないということです。自分が額に汗をかいて働いて得た利益だけが、本当の利益だと考えています。すなわち、不労所得を真の利益と考えず、反対に、勤労所得こそ本当の利益であると考えるということです。このように、利益の量だけでなく、利益の質をも重視することが、贅肉のない安定した永続を目指す会社経営にとって非常に重要です。

⑹　予算制度の欠点と計画の活用
予算制度は一般的に良い制度と考えられていますが、京セラでは必ずしもそのように考えていません。その理由は、売上 (収益)予算はなかなか達成が難しいのに対して、費用予算については、それは使うことが保証されていると考えられ、しばしばその予算をオーバーすることが見られ、結果として予算利益が達成できないことが多いからです。これよりも、確定した予算ではなく、あくまでも計画上の数値としての計画制度の方がより有効に会社運営が出来ると考えます。

⑺　当座買い・一升買いの精神
当面必要なものだけを購入し使うことを「当座買い･一升買い」と呼び、これを「纏め買い」と対比して重視しています。すなわち、例えば、まとめてリンゴ10個買うと100円ですが、１個買うと15円の場合、単価当たりでは10個買うと10円で１個買うと15円です。そうすると、10円と15円比べて10個買ったほうが安いと思いがちです。ところが、そのりんごをすぐ食べてしまうのならば、全然問題はありませんが、すぐに食べないと残りの５個分ぐらいがちょっとしなびて美味しくなくなってしまいます。美味しくないから捨てようということになると結局損失になります。これと同様に、企業の場合も、必要な材料或いは必要な経費は、必要になったときだけ稟議を立てて使うようにしています。このように、必要なものを必要な時に必要なだけ購入するという「当座買いの精神」は、一見すると少し単価が高くなると考えられますが、全体としてみると、結果として無駄遣いをせず、不必要な支出が抑えられるので、非常にコスト削減のためには有効です。

⑻　まとめ
今日のまとめは、永続経営を目指した健全経営のためには、筋肉質経営が重要で、見栄を張らずに健全に着実に経営を行うことが大切であるということです。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫










京セラの稲盛会計学⑥


これまで京セラの七つの会計原則のうち、三つをお話しました。稲森氏は、経営のために、次の「七つの会計原則」を示しています。
１　キャッシュベース経営の原則
２　一対一対応の原則
３　筋肉質経営の原則
４　完璧主義の原則
５　ダブルチェックの原則
６　採算向上の原則
７　ガラス張り経営の原則
今日は四つ目の「完璧主義の原則」についてお話しします。

(1)　完璧主義の原則
稲盛さんは工学部出身です。理工系では、実験等で99パーセント良くても、１パーセントミスがあると全体が失敗するので、完璧でなくではなりません。つまり、曖昧さや妥協を許すことなく、仕事の全てを細部にわたって完璧に仕上げるということが必要となります。例えば、宇宙ロケットなどを考えた場合、ほとんど(99％)成功していても、完璧でないと地球に戻ってこられません。したがって、理工学系的には完璧主義は当然必要だと考えられます。

(2)　製品の管理
この考え方を経営に活用しようということです。具体的には、例えば、製品を製造している場合、不良品がゼロ（を目指す）ということは当然の要求です。この場合、通常、製品の管理は上流管理です。上流管理とは、できるだけ上流の段階で、何回も部品等に検査を入れ、最初の段階から不良品が出ないようにすることです。もちろん完成品の段階で完璧かどうかを再度チェックしますが、一旦不良品が出てくるとロス、補修等に大変なので、その前に不良品を出さないようにできるだけ早い段階からチェックを厳しくしています。しかも不良品が販売されてしまうと、その企業に対する信頼度の低下や失墜に繋がってきます。それがＰＬ法などで厳格に責任追及されます。したがって、そういう面で完璧主義は製造業を中心として求められています。

(3)　決算書
次に、例えば、経理部等で決算書を作るときですが、以前お話しましたように、１対１の原則でモノとお金が動いたときには必ず伝票を記入します。そして、ダブルチェッキングを行って不正等の発生を抑えます。自分と当事者だけではなく、第三者が入って、完全になるシステムでないと決算書は不正が生じやすいのです。この場合、一番重要なのは経営者で、経営者が正確な決算書を作ろうとしているということです。例えば、従業員の着服や帳簿上のごまかし等などの不正は案外金額が小さく会社が潰れる程にならないことが多いのですが、経営者が関与して不正が大掛かりになると、会社は本当に倒産する可能性があります。経理も上から下までパーフェクトであれば、そのようなことは生じません。

(4)　製造･営業目標
また、製造目標や営業目標を立てた場合、目標を必ず達成するというファイト（我武者羅な努力）が必要です。達成できる目標を先ず立てる事が大切ですが、立てたからには絶対にそれを達成しなければなりません。この場合、目標の立て方なのですが、達成できる目標で、かつ前年ベースにプラスアルファでなくてはなりません。つまり去年が100なら、110等でいいのですが、前年を下回った目標ではだめです。前年を上回る目標を立て最後までやり切ることです。目標は単なる外部に対する約束のみならず、自分自身に対する目標でもあります。外部に対する影響も重要ですが、それ以上に自分自身に達成を誓っているので、自分自身に対する信頼性を確保しなければなりません。

(5)　経営管理と現場管理
次に、ミクロ(現場)とマクロ(経営全体)の同時理解です。例えば、経営者が経営管理を行う場合、初代の人は現場からたたき上げて会社を作っているので、現場のことはよく分かっています。ところが二代目は、現場を知らずに部長、専務或いは社長になります。それで、現場を知らない人が二世や三世には多いのです。そうすると、現場の状況がわからずに経営するようになります。それでは正しい経営が出来ないので、完璧に経営を行うためには、できるだけ足しげく現場に赴いて、現場の状況を知るということが非常に重要です。

(6)　まとめ
今日のまとめは、健全経営をするためには、経営のあらゆる局面において完璧主義の原則を守るということが大切です。

〔参考〕　稲盛和夫[2009] 『稲盛和夫の実学　経営と会計』日経ビジネス文庫













イギリスの歴史（8）：プランタジネット朝（1）


イギリスの歴史シリーズ8回目の今回は、「プランタジネット朝」についてお話します。

前回までは、「ノルマン朝」についてお話しました。1066年にノルマン大征服というのがあり、それはイギリスの現代に繋がる王朝が始まった時代となりました。その最初の王朝が「ノルマン朝」というものでした。その後、現代のエリザベス２世に至るまで血筋は繋がっているのですが、所々どのファミリーが王様になるかということで、〜朝という名前が、違ってきたというお話をしたかと思います。今回はノルマン朝に続いて２つ目の王朝、「プランタジネット朝」というもののお話になります。

今回の話は、1154年から1399年あたり、相当古いお話になります。ノルマン朝の時代に世継ぎ争いのようなものがあり、色々な権力争いが存在しました。その結果として、フランスに拠点のあった「アンジュー家」という家の方々が次の時代、「プランタジネット朝」を創立したという形になっています。そうなると、イギリスの領地もイギリス本土だけではなく、フランスの中にも食い込むようにあり、年代ごとに「どのあたりまでがイギリスの領地だったか。」というのがバラバラなのです。そして押し合いへし合いをして、何百年も争いをしているわけです。最大時には、フランスの半分はイギリスの領土であったと言える程まで、その領土が拡大したこともあるのです。これは大きな流れなのですが、今日は「プランタジネット朝」が始まったところからの話になります。

この王朝における最初の王様は、あまり知られていませんがヘンリー２世という方になります。この頃になりますと、イギリスという国が徐々に育ってきているわけです。しかし、まだこの時代は、ヨーロッパの中において比較的弱い国で、強大な国となっていくのは、大航海時代になってからの話になります。この時代のイギリスは、ヨーロッパの中ではそれほど大きな力のある国ではなかったものの、それでも少しずつ力をつけ始めている時代で、それに伴い、当時の中世社会を支配していた宗教の権威とぶつかるようになりました。何を元に争いが起きるかというと、例えば、キリスト教のお坊さんが、何か問題を起こした際に、誰が裁くかということが当時問題になり、ここで対立が起きるわけです。その時期に、「トマス＝ベケット」というカンタベリー大聖堂の大司教をやっていた偉い方が殺される事件が起きました。これは、王様と対立していることを知った王様の部下たちが、気を利かせる余り大司教を殺害してしまったというのが真相のようです。これは非常に大きな事件になり、現在でも、殺された恨みの火にろうそくが灯っており、事件以後800年間途絶えることなく、ろうそくが灯っているそうです。
ちなみに、そのろうそくは大聖堂の中の、大司教が刺殺されたその場所に置いてあるのですが、私がかつてその場所を訪問した際には、くしゃみやひっくり返したりで、ろうそくを消したりすれば、二度とイギリスの地を踏めないだろうと思い、非常に緊張したのをよく覚えています。とにかくそのような形で、非常に大きな事件として当時は取り上げられたようで、「プランタジネット朝の時代」と言うと、この事件を思い出す人も多いくらいなのです。その他、国外との関係で言えば、フランスとのギクシャクした関係がずっと続いており、それに加え、「十字軍」というのがこの時代にはありました。

十字軍は、南の方に聖地を復興させることを目指し、イスラム側と戦いを繰り広げていました。最終的に十字軍が勝利したといわけでもなく、「くたびれ損だった」という形で終わるのですが、この時代のイギリスは、そちらにも精力を使っていたわけです。フランスとの間にも戦争状態があり、そうなってくると、当然お金が掛ります。その分のお金をどこに求めるかというと、王様は自分の部下たちに「貢物を出せ。」というのが一番手っ取り早いわけです。しかし部下たちにとってこの王様というのは、昔フランスで自分たちと同じようにフランスの国王に仕えていた貴族だったわけです。たまたま少し力が強く、イギリスに来で王様になったわけですが、元は同じ身分の仲間であるため、部下たちはそんな王様に色々と命令され、あまり気持ちは良くないわけです。そんな中、有名な「マグナカルタ」というのがこの時代にできます。

「マグナカルタ」というものは要するに、「王様が戦費を集める時には、ちゃんと部下に相談してから物事を進める」ということを認めさせた「書付証文」なのです。当時の文字ですから、私が見ても読めませんが、イギリスに現存する正本が４枚残っていて、そのうちの１枚を見たことがあります。イギリスの法律体系の一角を作る、ごくごく初期の文献の１つになります。以来、イギリスは戦争において、一旦全てが無しになるようなことは無かったので、この時代から後にできる法律は、特に廃止の決定が無い限りそのまま有効なのです。ですから、「マグナカルタ」そのものが現在も有効かどうかは存じ上げないのですが、かなり古い法律で忘れられているものの、その効力が残っていることになっている部分もあるようで、そういった点は非常に面白いですね。その代わり、イギリスには憲法というのは無く、その時代、その時代に次々と作られた法律全体が、国の根幹をなすような憲法の効力を、事実上持つような形になっているのです。日本国憲法のように、書き付けた「これが憲法。」というものが無いため、よく不文憲法などと言うのですが、その中身は申し上げたようなことになるわけです。イギリスは議会についてもそうなのですが、そのあたりの話は次回お話しようと思います。

では今日のお話をまとめます。「プランタジネット朝」、これは戦いの歴史だということです。加えて、「国家の権威」と「宗教の権威」が対立した時代であるということ、「マグナカルタ」のように戦費を集める税金に対して、部下が反発して歴史が始まったということ。その辺りを今日お話しした「プランタジネット朝」のまとめにしたいと思います。








